
　米国の実質GDP成長率
は2023年の2.9%から2024年
も2.7%と底堅く推移する模
様。2025年は昨年11月の大
統領・上下院選挙でオー
ル・レッド（すべて共和党
が勝利）、追加関税措置や
不法移民排除など景気を押

し下げる政策で、景気全体
への影響は不確実性が高く
2.2%程度に減速が予想され
ている。
　こうした中、2024年の北
米東岸航路はパナマ運河の
渇水にともなう通航制限や
一昨年11月からの紅海危機

で一部の北米東岸船がスエ
ズ運河の通航を回避、喜望
峰経由の迂回ルートに変更
を余儀なくされ、さらには
9月末の北米東岸・ガルフ
諸港における港湾労使協約
期限切れを控え交渉の行方
が不透明中で、スト懸念に
備え米小売り業者が輸入を
前倒しするなどで、アジア
からの荷動きが増加すると

ともに北米西岸へ貨物がシ
フトしたことなどを背景に
運賃が予想外の上昇をみ
せ、船社の業績も好転をみ
せた。

荷動き過去最高に匹敵
　日本海事センターが
JOC-PIERSデータをもとに
まとめた米国向け往航コン
テナ荷動きは1～10月累計
で前年同期比16.8％増の
1,775万6,111TEUで、通年
で2022年の2,100万9,583
TEU前後の高水準になっ
た模様だ。
米中貿易摩擦でアジアの
生 産 拠 点 が 中 国 か ら

ASEANにシフトが進む
中、中国＋香港が前年同期
比15.5%減となっ
た 一 方 、
ASEANは合計
で23.3%増、うち
ベトナムは29.5%
増。南アジアは
合計で14.5%増、
うちインドは
16.0%増も大幅な
増加が目立っ
た。
また、Descartes
Datamyneが米国
税関データを基
にまとめた24年1
～11月のアジア

主要10カ国・地域発米国向
けコンテナ（母船積み地ベ

トランプ新政権の政策で左右

　2024年は渇水によるパナマ運河の通航制限、紅海危機による地政学的な影響や米
東岸でのスト脅威による出荷前倒しなどを要因にサプライチェーンが混乱、港湾混
雑で船腹需給が引き締まり、運賃が劇的に上昇、図らずも海運会社の業績は急回復
した。2025年もパナマ運河の通航制限は緩和も、紅海危機の見通しは不透明な一
方、米国のトランプ第2次政権による海外からの輸入品に対する高関税やアライアン
ス再編の動向が吉と出るか凶と出るか注目される。
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ース）でも前年同期比
16.4％増の1,859万4,286TEU
で過去最高だった2021年に
匹敵する水準で推移した。
米 国 小 売 業 協 会

（NRF）と調査会社、
Hacket Associatesが主要コ
ンテナ港のデータを基に小
売業向け荷動きを6カ月先
まで予測するGlobal Port
Trackerの最新レポートに
よると、2024年は年間で前
年比14.8％増の2,560万TEU
に達する見込みで、25年1
月は12％増の220万TEU、
2月は中国の春節休暇で
4.1％減も3月は12.7％増、4
月も6.6％増を予測してい
る。

船腹増も需給堅調
　一方で日本郵船調査グル
ープの資料によると、2024
年の船腹量増加率は23年10
月末時点で前年比6.3%と予
測していたが、新造船の竣
工は順調で、2025年竣工予
定の一部が前倒しで竣工、
また、高齢船の解撤が前年
を大きく下回る見込みか
ら、2024年の船腹量は
11.1%増と高い増加率を予
測する。
アジア／北米航路の船腹
量は24年8月時点で907隻・
598.2万TEUと前年比14.6%
増加したが、紅海危機の影
響で一部の北米東岸船が喜
望峰を迂回するルートに変

更、航海日数が延び、船腹
需要が増加、地政学的な先
行き不透明な中、荷動きの
ピークが早くも4月から始
まり、需給は堅調に推移し
た。

スポット運賃が急騰
こうした情勢のもと、米
国のバイデン大統領が24年
5月、電気自動車（EV）、
半導体、医療用製品など中
国からの輸入品に対する関
税を2024年から2026年にか
け段階的な引き上げを発
表。紅海危機やパナマ運河
の通航制限など、コンテナ
輸送市場が大きなブラック
スワン現象（予想外の出来
事が降り注ぎ大きな衝撃を
起こす現象）の影響を受
け、再び地政学が世界のサ
プライチェーンに影響を与
えていることが懸念。
　また、北米東岸・ガルフ
諸港のスト脅威により、運
賃の高騰と米東岸・ガルフ
諸港の大規模な混乱の懸念
が高まり、米国の小売り業
者が在庫積み増しで、前年
より中国を中心としたアジ
アからの商品輸入を前倒し
したことで、ピークシーズ
ンの輸送需要増加が早まっ
て、需給が引き締まり、船
舶需要の増加、貨物需要の
反発、短期的な船舶供給不
足などの影響で4月頃から
スポット運賃が急騰し、運

賃市場の変動性が拡大し
た。
上海航運交易所（SSE）
が公表している上海出しス
ポット運賃（THC除く）
を反映した上海輸出コンテ
ナ運賃指数（SCFI）も北
米西岸航路は、平均で23年
3Qの1,884ドル／FEUから
23年4Qが1,885ドル／FEU
から24年1月初旬の2,775ド
ル／FEUから 7月 5日に
8,103ドル／FEUまで高騰
したあとは、下落傾向が続
き、11月8日には4,729ド
ル／FEU、北米東岸航路
は24年年初の3.931ドル／
FEUから7月5日に8,103ド
ル／FEUへ上げたあと下
落傾向をみせ、11月下旬に
は5,281ドル／FEUまで落
ち込んだ。
Freightos（香港）の

Freightos Baltic Index
（FBX）は、アジア発北
米 西 岸 向 け （ FBX01
Weekly）が8,101ドル／
FEU、アジア発北米東岸
向け（FBX03 Weekly）
9,620ドル／FEUと、年初
来の最高値を記録した。月
初の急激な上昇の後、上昇
のペースは鈍化、スポット
運賃はピークに達し、11月
下旬には北米西岸向けが
5,122ドル／FEU、北米東
岸向けは5,383ドル／FEU
へ、それぞれ約47%、約
46%落ち込んだ。

アライアンス再編の影響
　さて24年下半期に入って
からは、北米西岸航路には
新規のコンテナ船の投入が
加速、船腹が増え、短期的
には需給タイトがしばらく
続くものと予想されるが、
中長期的には緩和圧力がか
かる可能性も指摘されてお
り、地政学的な脅威や保護
貿易などを含むリスクに直
面する。
　また、トランプ第2次政
権（Tramp 2.0）の発足
で、米国の貿易保護主義が
強化、関税政策や外交政策
で中東東紛争による紅海危
機の変化の可能性も予想さ
れる中で、これによる海運
市場への影響も懸念されて
いる。トランプ1.0の時代

は、米中による報復関税合
戦で、世界のコンテナ荷動
きが減少、増加率は2017年
の5.7%から2018年に4.4%、
2019年には2.2%に鈍化し
た。
トランプ2.0ではトラン

プ氏が大統領せ公約してい
た中国からの輸入品に60％
超の一律追加関税、その他
の国からの輸入品には10％
～20％の一律追加関税導入
が実施されれば荷動き減、
また、外交政策では親イス
ラエル、反イランの傾向を
はっきり示していたが、中
東紛争終結が実現すれば紅
海危機が解消、スエズ運河
の通航を回避、喜望峰経由
の迂回ルートを余儀なくさ
れていた大型コンテナ船が

スエズ運河に戻り、船腹需
要が急減し、運賃市況も急
落することが予想されい
る。
　こうした中で、25年2月
にはアライアンスが再編、
Maersk（デンマーク）と
Hapag-Lloyd（独）で構成
するGemini Cooporation、
ONE、HMM（韓国）、
Yang Mingで構成する
Premier Alliance＋MSC
（スイス）が船出、既存の
CMA CGM（ 仏 ） 、
COSCO（ 中 国 ） 、
Evergreen（ 台 湾 ） 、
OOCL（香港）で構成する
Ocean Allianceに再編、コ
ンテナ船業界も新たな競争
時代を迎えることになり、
動きが注目される。
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　国際通貨基金（IMF）は
ユーロ圏の経済成長見通し
を24年が0.8%、25年が1.5%
とした。また、欧州委員会
はEU経済は停滞が続いた
後、緩やかな回復、公共投
資の増加を促すとし、全体
として、EU域内需要が引
き続き経済成長をけん引す
ると見込み、実質GDP成
長率はEUが24年0.9%、25
年1.5%、26年1.8%、ユーロ
圏は 24年が 0.8%、 25年
1.3%、26年1.6%を予測して
いる。
　ただ、経済見通しの不確
実性と下方リスクは増大。
ロシアのウクライナ侵攻、
中東紛争が地政学的リスク
と欧州のエネルギー安全保
障へのリスクを煽り、貿易
相手国による保護主義的措
置が増加すれば、国際貿易
の重荷になる可能性も指
摘、域内政策の不確実性及
び製造部門における課題は
更なる競争力低下をもたら
し、成長の重荷となり得る
としている。

荷動き過去最高
こうした欧州の経済状況
のもと、日本海事センター
が Container Trades
Statistics（CTS、英国）の
統計をもとにまとめたアジ

ア／欧州航路のコンテナに
荷動き量は、2024年1～9月
累計で前年同期比6.8％増
の1,339万1,856TEU、第3四
半期（7～9月）も6.9％増
の463万9,425TEUと、いず
れも過去最高になった。一
方、欧州からの復航コンテ
ナ荷動き量は前年同期比
0.9％減の471万7,064TEU、
第3四半期も3.7％減の152
万6,683TEUだった。
往航をアジアの積み地域
別にみると、北東アジアが
前年同期比9.9%減の125万
7,268TEU、中華地域が
9.8%増 の 1,036万 5,675
TEU、東南アジアが4.3%
増の176万8,888TEU、欧州
の揚げ地域別では北欧が
9.1%増の839万4,225TEU、
西地中海が8.0%増の247万
426TEU、東地中海が1.2%
減の252万7,205TEUだっ
た。

船腹増、港湾混雑
また、日本郵船調査グル
ープの資料によると、24年
8月末時点でアジア／北欧
州航路には10船社が23ルー
プに285隻・ 495万 6,514
TEUを投入、アジア／地
中海航路には17船社が22ル
ー プ に 224隻 ・ 283万
1,358TEUを投入、合計で

489隻 ・ 738万
8,000TEUと前年
比で21.0%も増加
した。紅海危機
でスエズ運河の
通航を回避、多
くのコンテナ船
が喜望峰経由の
遠回りルートに
変更、航海距離
が延びたことで
追加の船腹需要
が増加したこと
が要因だ。
　こうした中
で、5月以降、
ピークシーズン

向け前倒し出荷の増加、寄
港地の絞り込みによるトラ
ンシップ貨物の増加と港湾
混雑により船腹需給がひっ
迫し、運賃市況が上昇、7
月初旬にピークに達した
が、8月に入り、新学期や
年末商戦向け商材の前倒し
出荷はピークアウトし、新
造船の竣工量は増加し1月
からの累計竣工量は200万
TEUを超え、船腹需給が
緩み下落基調が続いた。
上海航運交易所（SSE）
が公表している上海出しス
ポット運賃（THC除く）
の推移でみると、1月初旬
は欧州航路2,871ドル／
TEU・地中海航路3,620ド
ル／TEU、7月初旬が欧州
航路4,857ドル／TEU・地
中海航路5,432ドル／TEU
に達し、950ドル／TEU・
地中海航路2,312ドル／
TEU、11月上旬が欧州航
路2,442ドル／TEU・2,907
ドル／TEUだった。

25年は運賃に下方圧力も
　みずほ銀行産業調査部は
日本産業の中期見通しレポ
ートの中で、外航海運は短
期で荷動量回復も、中期で
は伸び率は緩やかになると
予測し、欧州往航は2024年
が前年比6%増の1,760万
TEU、 25年 が 1,810万
TEU、29年が1,930万TEU
を見込んでいる。
Maersk（デンマーク）

は欧州市場のレポートで、
2025年の中国の春節休暇は
1月29日から始まるが、多
くの生産拠点は早期に稼働
停止への準備に入り3週間
前から生産量を削減、また
休暇期間後は2月の第2～3
週までに通常の稼働を回復
するとの見通しを示した。
韓国海洋水産開発院

（KMI）は2025年に上海出
しスポット運賃（THC除
く）を反映した上海輸出コ
ンテナ運賃指数（SCFI）
の総合指数が平均で1600～
1900と、24年より26～38%

紅海危機で運賃上昇
欧州航路
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　国連ラテンアメリカ・カ
リ ブ 経 済 委 員 会
（ECLAC）は、24年の地
域経済成長率を1.8％、25
年を2.3％と予想した。中
国は中南米・カリブ地域の
重 要 な 貿 易 相 手 で 、
ECLACの統計によると、
2000～22年に双方のモノの
貿易額は36倍に膨らんだ一
方、同期の世界の他の地域
との貿易額は5倍増にとど
まった、
　また、国際通貨基金
（IMF）は中南米・カリブ
海地域の24年の域内総生産
（GDP）を2.1％増、25年
は2.5%増への加速を予想し
ている、国別ではブラジル
が3.0%増、メキシコの1.5%

増を予想している。アルゼ
ンチンは24年のGDP予測が
3.5%減と、中南米・カリブ
海地域の主要国で唯一マイ
ナス成長を見込み、25年は
5.0%の増加を予想してい
る。一方、世界銀行はラテ
ンアメリカ・カリブ海地域
（LAC）の2024年の成長
率は1.9%になると予測、
2025年の地域成長率は、世
界の全地域の中で最も低い
2.6%になるとみられ、根強
い構造的ボトルネックが浮
き彫りになっていると指摘
している。

荷動きは順調な伸び
アジア発中南米向けコン
テナ貨物は、前年を大きく
上回る荷動きの成長が続い
ており、Container Trade
Statistics（CTS）が公表し
ているデータによると、極
東から中南米向けコンテナ
荷動き量は1～9月累計で
381万2,300TEUと前年同期
の344万4,400TEUに比べ
10.7%の2ケタ増を記録し
た。一方、中南米から極東
向けのコンテナ荷
動き量は1～9月累
計で155万TEUと
前年同期の148万
3,600TEUに比べ
4.5%増だった。
　また、ブラジル
の海運調査会社、

Datamareのまとめによる
と、ブラジルの2024年1～8
月累計の輸出コンテナ貨物
量は205万6,502TEUと前年
同期の179万3,320TEUに比
べ14.7%増、輸入コンテナ
貨物量は211万3,596TEUで
前年同期の177万4,433TEU
の比べ19.1%と輸出入とも
に2ケタのプラスを記録し
た。
貨物輸送市場情報プラッ
トフォームのXeneta（ノ
ルウェー）によると、2024
年の世界的な貿易パターン
の大きな変化により、サプ
ライチェーンの管理と最適
化のタスクはさらに複雑
化、それは極東から南米東
岸向けトレードで完全に実

証されており、2024年1～9
月累計のコンテナ荷動き量
は中国出しがけん引し、
160万TEU と前年同期比
14.8 増加した。一方で船腹
量も過去最高を記録し、10
月の最初の4週間（9月30日
から10月27日まで）の平均
で6万3,900TEUで前年同期
比73%の増加した。

運賃上昇、9,000ドル台
　2024年のアジアから南米
向け運賃動向をみると、上
海 出 し ス ポ ッ ト 運 賃
（THC除く）を反映した
上海輸出コンテナ運賃指数
（SCSF）は、1月上旬が
2,901ドル／TEU、2月上旬
が2,552ドル／TEU、3月上
旬が2,625ドル／TEU、4月
上旬が3,082ドル／TEU、5
月 上 旬 が 5,461ド ル ／
TEU、6月上旬が7,936ド
ル／TEU、7月上旬が9,026
ドル／TEU、8月上旬が
7,867ドル／TEU、9月上旬
が7,523ドル／TEU、10月
上旬が6,341ドル／TEU、
11月下旬が5,259ドル／

TEUで推移した。

米中対立で米墨貿易影響
Xenetaでは、米国がト

ランプ新大統領の下で輸入
関税を引き上げる予定であ
るのと同じように、中国は
南米などの地域への輸出を
拡大しようとしているよう
で、2025年には世界の貿易
パターンにさらなる変化が
見られると予想する。
　また、2024年は米中対立
の激化で米国生産のリスク
を避けてメキシコを選ぶケ
ースが多く、海外からメキ
シコへの投資が急増、
USMCA（米国・メキシ
コ・カナダ協定）、ニアシ
ョアリングによる新規顧客
の増加などの様々な要因か
ら現地での需要が増加し
た。

Xenetaによると、中国
→メキシコのコンテナ荷動
き量は2024年に前例のない
成長を遂げ、6月には両国
間 の 荷 動 き 量 が 13万
5,724TEUとなり、歴史的
なピークを記録した。25年
を見据えると、同航路はい
くつかの課題に直面、輸入
量の増加に伴い、インフラ
の容量と潜在的なボトルネ
ックに関する懸念が高まっ

ており、さらに、地政学的
緊張、特にメキシコを経由

して米国に流入する関税回
避疑惑が、貿易に影響を及

ぼす可能性があると指摘す
る。

下落すると予測した。
SCFIは24年1～10月の平均
が2560と、前年の平均1006
から2.5倍（155%）も急騰
したが、25年は船腹過剰が
続くなか、国際情勢とサプ

ライチェーンの不確実性が
高まり、運賃に下方圧力が
かり今年より低迷するもの
の、依然として高水準を維
持するとみている。
アジア／欧州航路の25年

の需要見通しについて
KMIは1.5%増、Clarksons
Reserch（英国）は1.5%、
Drewry Martime Reserch
（英国）は欧3.8%の成長を
見込んでいる。

グローバルサウスの成長株
中南米航路

　国際通貨基金（IMF）
は、中東・北アフリカ
（MENA）地域の経済成長
率は2.1％、25年は4.0％に回
復すると予測している。
MENA地域の中でも石油の
輸出国と輸入国でその状況
は大きく変わるとし、2024
年、2025年の成長率の見通
しをそれぞれ2.3％と4.0％、
1.5％と3.9％と予測した。
一方、アジア開発銀行

（ADB）は南アジア地域の
2024年GDP成長率を6.3％、
2025年は6.5％を予想する。
同地域経済の約80％（GDP
ベース）を占めるインド
は、引き続き強靭な成長が
見込まれ、2024/2025年度
（2024年4月～2025年3月）
の GDPは 7.0％成 長 、
2025/2026年度は7.2％成長を
予測、農業分野の回復や工
業およびサービス分野の堅
調さを挙げた。

荷動き過去最高
Container Trade Statistics
（CTS、英国）のデータに
よると、極東からインド亜
大陸・中東向けコンテナ荷
動き量は2022年が731万
9,100TEU、2023年は832万
9,200TEUと前年比13.8%増
加、2024年も1～9月累計で
729万2,000TEUと前年同期比

13.3%増と2年連続で2ケタ成
長を記録した。一方、イン
ド亜大陸・中東から極東向
けコンテナ荷動き量は2022
年の322万6,100TEUから2023
年は300万3,800TEUへ9.3%増
加したが、2024年は1～9月
累計で217万6,300TEUと0.7%
の小幅減少となった。
一方、日本郵船グループ
の資料によると、24年8月末
時点のアジア／中東・南ア
ジア航路の船腹量は446隻・
227.6万TEUで前年より7.6%
増加している。

運賃は後半下落
　2024年の極東から中東ガ
ルフ向け運賃動向を中国の
上海航運交易所（SSE）が
公表している上海出しスポ
ット運賃（THC除く）の上
海輸出コンテナ運賃指数
（SCFI)の推移をみると、1
月下旬の1,662ドル／TEU
が、4月下旬に2,047ドル／
TEU、6月下旬には2,711ド
ル／TEUに達したあと、市
況は調整が続き9月下旬は
862ドル／TEUまで下落した
が、10月は国慶節の長期休
暇の反動で、スポット市場
が上昇を続け10月下旬は
1,427ドル／TEU、11月下旬
は1,362ドル／TEUとなっ
た。

　2024年半ばから極東から
インドへのコンテナ輸送
は、運賃とサービスの面で
大きく変化、上海から西岸
までの平均スポット運賃は
上昇し、現在は 3,850ドル／
TEU、FEU 4,250ドル／FEU
と、以前に比べそれぞれ約
1,080ドルと 1,180 ドルも大幅
上昇、華北の天津からナバ
シェバやムンドラ向けなど
5,000ドル／FEUを超えた。
　24年の極東／中東ガルフ
航路のコンテナ物流は、主
要な国際輸送ルートの中断
や海上の重要なチョークポ
イントに伴う複雑さのた
め、困難に直面、これらの
課題により、タイムリーで
効率的な出荷業務を行うに
は困難な状況が生じた。大
手船社は、東南アジアのタ
ーミナルでの待ち時間の増
加や混雑に起因する遅延を
軽減するために、スケジュ
ールを調整、増大するコン
テナ荷動き量を処理するた
めの運用効率の向上と取り
組んだ。
極東は引き続き世界のコ
ンテナ輸送の要であり、上
海、シンガポール、寧波、
釜山などの主要港が中東に
向かう貿易活動を推進して
おり、アジアから中東向け
需要が増加し続ける中、船
社は業務の効率と信頼性を
維持することが不可欠とな
っている。

経済成長で需要増続く
中東・南アジア航路

南米航路CCFI

中東ガルフ・紅海航路CCFI

中国→メキシコ荷動き推移

Agents in Japan:  
Pan Ocean Container (Japan) Co., Ltd.
https://container.panocean.com/

Carry your dreamCarry your dream

賀正賀正

Tokyo: (Tel) 03-5425-3701
Osaka: (Tel) 06-4707-7900



( 4 )         SHIPPING GUIDE,  Wednesday,  January  1,  2025

ア フ リ カ 開 発 銀 行
（AfDB）のアフリカ経済
は複合的危機にもかかわら
ずレジリエンスを維持して
おり、2024～25年の平均成
長率は4.0%で安定し、2023
年の推定3.1%を1%ポイン
ト近く上回ると見込んだ。
東部アフリカは、アフリ
カ随一の急成長地域として
復活すると予想され、実質
GDP成長率は2023年の推定
1.5%から2024年には4.9%
に、2025年には5 .7%に上
昇、中部アフリカ2023年の
4.3%から2024年には4.1%に
鈍化した後、2025年には
4.7%へと力強く回復、西部
アフリカの成長率は持ち直
し、2023年の推定3.6%から
2024年には4.2%に上昇し、
2025年には4.4%に加速、北
部アフリカの成長率は、
2023年の推定4.1%から2024
年には3.6%に低下した後、
2025年には4.2%、南部アフ
リカの成長率は、2023年の
推定1.6%から2024年には
2.2%へと若干上昇し、2025
年には2.7%に加速する見通
し。
一方、国際通貨基金

（IMF）は2024年10月に発
表した「世界経済見通し」
で、サブサハラ・アフリカ
地域の成長率は、悪天候や
災害による影響が和らぎ、
供給の制約が徐々に緩和さ
れ、2023年に3.6％、2024年
も3.6％の成長となり、
2025年には4.2％に加速す

ると予測した。

荷動きは2年連続増加
　極東／サブ・サハラアフ
リカ航路のコンテナ荷動き
量をCotainer Trade Statistics
（英国）の統計からみる
と、極東→サブ・サハラア
フリカは2022年の300万
1,800TEUから2023年は前
年 比 12.4%増 の 371万
TEU、2024年は1～9月累
計で前年同期比6%増の280
万400TEUで推移、一方、
サブ・サハラアフリカ→極
東は2022年の118万1,400
TEUから2023年は前年比
19.1%増 の 131万 9,900
TEU、2014年は1～9月累
計で前年同期比12.1%増の
110万8,000TEUと往復航と
もに2年連続で順調な伸び
を記録している。
　ただ、グローバルサウス
の中でも、アジア発中南米
向け貨物は、前年を大きく
上回る荷動きの成長が続い
ているのとは対照的に、前
年に大きく伸びたアジア発
サブサハラアフリカ向け荷
動きは、減速、グローバル
サウスの荷動きは、地域に
よって拡大ペースの違いが
見えてきた。
　また、日本郵船調査グル
ープの資料によると、24年
8月末時点のアジア／アフ
リカ航路の船腹量は165
隻・90.7万TEUで前年より
4.8%減少した。

運賃は7月最高値も高水準
こうした情勢の下、2024
年のアジアからアフリカ向
けコンテナ運賃動向を中国
の上海航運交易所（SSE）
が公表している上海出しス
ポット運賃（THC除く）
の上海輸出コンテナ運賃指
数（SCFI）の推移でみる
と、南アフリカ航路は1月
初旬の1,741ドル／TEUか
ら7月上旬には5,424ドル／
TEUに最高値に達したあ
と、下落傾向をみせ、11月
下旬が3,776ドル／TEUで
推移した。
　また、東・西アフリカ航
路は1月初旬の2,209ドル／
TEUから7月初旬には5,563
ドル／TEUとピークとな
り、その後下落傾向とな
り、11月下旬で4,480ド
ル／TEUまで低下したが
依然高水準で推移した。
一方、韓国海洋振興公社
（KOBC）が公表している
釜山港を基準とする韓国型
コ ン テ ナ 運 賃 指 数
（KCCI：KOBC Container
Composite Index）をもと
に2024年をみると、南アフ
リカ航路（荷動き量などを
反映したTHC含むスポッ
ト運賃）は1月初旬の1,944
ドル／FEUから7月上旬に
は7,590ドル／FEUの最高
値を付けたあと下落したが
12月初旬で5,297ドル／FEU
と高水準で推移した。
　また、西アフリカ航路も
1月初旬に2,005ドル／FEU
だったものが、7月初旬に
は8,510ドル／TEUの最高
を記録したあと下落、12月

24～25年の経済安定
アフリカ航路

アジア開発銀行（ADB）
によると、日本など一部先
進国を除くアジア太平洋地
域の2024年の経済成長率は
5.0％、東南アジア全体の
2024年成長率は4.6%と予想
す る 。 国 際 通 貨 基 金
（IMF）はアジア太平洋地
域の短期的な見通しは、
2024年と2025年に成長率が
依然としてやや減速を見込
む。日本総研では、24年の
アジア景気は財輸出の底打
ちを背景に回復が続く見込
みだが、中国経済の低迷、
高金利の継続、インフレ率
の高止まりが重石となり、
景気は勢いを欠く展開を予
想、NIEsの成長率は2.1％、
ASEAN5は4.9％と前年から
上昇するものの、コロナ禍

前を下回る伸びにとどまる
と見通している。
　こうした中で、アジア域
内航路は、世界の海運市場
におけるコンテナ貿易の重
要性を反映する注目すべき
傾向と発展を示している。
日 本 海 事 セ ン タ ー が
Container Trade Statistics
（CTS、英国）のデータを
もとにまとめているアジア
域内航路のコンテナ荷動き
量は22年、23年と2年連続
でマイナスとなったが、
2024年に入ると、1～3月が
前年同期比5.9%増の1,066万
3,058TEU、4～6月が4.7%増
の1,204万2,341TEU、7～9月
も5.3%増の1,234万5,391TEU
と順調に成長した。
　みずほ銀行産業調査部で

は、アジア域内航路のコン
テナ荷動き量は2024年は
4,710万TEU、2025年は4,830
万TEU、2026年は5,010万
TEU、 2027年 は 5,090万
TEU、 2028年 は 5,180万
TEU、2029年は5,260万TEU
に達すると予測している。

船腹減、運賃は後半回復
また、日本郵船調査グ

ループの資料によると、
24年8月末時点の船腹量は
就航船腹量は、2,329千
TEUと前年同月末比1.8%
減、サービス数は同18サ
ービス減の599サービス、
隻数は32隻減少し1,230隻
となった。平均船型は前
年1,879TEUより0.8%大型
化し1,894TEUとなった。
スポット運賃はかなりの
変動が見られが、2024年後
半からは域内の需要と供給

の変化を反映して回復、コ
ンテナ輸送市場は世界の成
長を上回っており、より広
範な経済変動の中でその重
要性が高まっている。
貨物需要の急増に加え、
紅海危機による喜望峰経由
への迂回ルートへの変更で
アジア域内航路で用船料の
上昇とフィーダー船不足が
運賃上昇に拍車をかけた。
中国の上海航運交易所

（SSE）が発表している上
海出しスポット運賃（THC
除く）の上海輸出コンテナ
運賃指数（SCFI）の東南ア
ジア航路の推移をみると、
1月初旬の259ドル／TEUだ
ったものが、6月下旬には
743ドル／TEUへ急騰し
た。その後、7アジアの主
要港における混雑がやや緩
和、8月上旬は628ドル／

TEUへ低下し、主要船社が
投入船腹量を拡大し、供給
が増加する一方、貨物確保
のために船社による値下げ
集荷が激化、スポット運賃
は下落傾向が続き、下旬に
は497ドル／TEUへ急落、9
月上旬に386ドル／TEUま
で落ちた。しかし、11月は
台風21号の余波で、台湾、
中国、日本などアジア地域
の主要コンテナ港で港湾混
雑やコン
テナ船の
遅延が発
生したこ
となどか
ら、11月
には600ド
ル／TEU
台へ戻し
ている。　
一方、

Drewry Maritime Research
（英国）は24年9月中旬に
新たにアジア域内コンテナ
指数（Intra-Asia Container
Index：IACI）を発表し
た。それによると、アジア
域内のスポット運賃のボラ
ティリティがここ数年で高
まっており、昨夏は大幅に
上昇したが、現在は地域需
要の鈍化で急激に下方修正
していると指摘した。

荷動き穏やかな増加続く
アジア域内航路

初旬に4,683ドル／FEUま で下落しながらも高水準が 続いた。

南アフリカ（上）、東・西アフリカ航路CCFI

　24年の豪州経済は様々な
要因が起因する形での物価
高に加え、中銀（RBA）
による引き締め政策も重な
り、物価高と金利高の共存
が長期化するとともに、最
大の輸出相手である中国景
気の不透明感が外需の足か
せとなる状況に直面、実質
GDP成長率は前年比1.3％
と23年より更に低下する
が、2025年はRBAが利下
げに転じる中で同2.3％ま
で持ち直す見通し。
一方、ニュージーランド
の経済は、物価高、金利
高、自然災害の影響を受け
ており、これが成長の停滞
を引き起こし、国際通貨基
金（IMF）による2024年
は＋0.04%にとどまる見通
し。ニュージーランド
（NZ）準備銀行（中央銀
行）は、失業が増大してお
り、企業も資金難で投資を
遅らせ、国内経済活動の弱
さが以前よりも顕著になっ
ており、世界経済の低迷と
高金利を背景に需要が減
少、企業は利益率低下と需
要低迷に見舞われており、
長引くコスト圧力で事業環
境が一段と厳しくなってい
るとしている。
24年の荷動き減少
Container Trade Statistics
（CTS、英国）のデータに
よると、極東からオースト
ララシア・オセアニア向け
コンテナ荷動き量は、2022

年の261万7,100TEUから
2023年が274万3,000TEUへ
4.8%増加したが、2024年は
1～9月 累 計 で 219万
1,500TEUと前年同期比
2.1%減少した。一方、オー
ストララシア・オセアニア
から極東向けコンテナ荷動
き 量 は 2022年 の 167万
4,800TEU1から2023年が
179万6,900TEUへ7.3%増加
したが、2024年は1～9月累
計で134万1,100TEUと前年
同期同期比4%減少した。
日本郵船調査グループの
資料によると、24年8月末
時点のアジア／オセアニア
航路の船腹量は150隻・
67.9万TEUと前年よりも
9.2%減少している。

運賃は9月に最高値
また、24年の運賃動向を
中国の上海航運交易所
（SSE）が公表している上
海 出 し ス ポ ッ ト 運 賃
（THC除く）を反映した
上海輸出コンテナ運賃指数
（SCFI）の推移をみる
と、1月初旬の1,084ドル／
TEUから4月初旬に824ド
ル／TEUまで下落した
が、月末にかけては輸送需
要に持ち直しの動きが見ら
れ、市況も反発し9月初旬
には2,268ドル／TEUと最
高値を付けが、国慶節明け
後の10月中旬には1,966ド
ル／TEUへ下降傾向をみ
せ11月下旬には1,858ド

ル／TEUまで下げた。
　また、釜山港を基準とす
る韓国型コンテナ運賃指数
（KCCI、KOBC Container
Composite Index）の豪州
向け運賃（THCなど含
み、荷動き量を勘案）の推
移をみると、1月初旬が
1,746ドル／FEU、4月初旬
に1,672ドル／FEUまで落
ちたが、その後上昇傾向を
みせ、9月上旬には4,001ド
ル／FEUへ跳ね上がり、
その後、10月初旬に4,293
ドル／FEU、11月初旬に
4,351ドル／TEU、12月初
旬には4,452ドル／TEUま
で上がった。
　アジア／豪州航路のコン
テナ輸送は、近年さまざま
な課題に直面。パンデミッ
クによって引き起こされた
混乱、世界的なサプライチ
ェーンのボトルネック、そ
して最近では輸送路に影響
を与えている地政学的な緊
張が含まれ、例えば、紅海
の危機により多くの船社が
船舶のルート変更を余儀な
くされ、世界で最も混雑す
る港の一つであるシンガポ
ールなどの主要港で渋滞が
発生した。さらにパンデミ
ック後の経済回復を受けて
需要が急増しているが、こ
の需要により輸送コストの
増加や遅延などの問題が発
生し、一部船社は特に東南
アジアからの輸出に対する
需要の増大に対応するため
に、船腹を追加投入してい
る。

荷動き船腹とも減で運賃上昇
豪州・NZ航路

豪州NZ航路CCFI

Drewryアジア域内運賃指数推移

南アフリカ

東西アフリカ



　日本の財務省貿易統計と
中国の海関（税関）統計を
基に、2023年の日中貿易を
確認してみる（双方とも、
輸入ベースで計上）。その
結果、貿易総額は前年比
10.4％減の3,347億974万ド
ルになった。過去最高を記
録した2021年から2年連続
で減少したほか、減少幅も
拡大した。24年も不動産市
場が低迷し、民間投資・消
費とも不振だった一方、日
本も、景気は緩やかな回復
局面にあったものの、消費
や投資に力強さを欠いき、
1～9月累計で2,246億ドル
で前年同期比4.9%減少、う
ち日本向け輸出は1,115億
ドルで5.7%減、日本からの
輸入も1,131億ドルで4.2%
減少した。

荷動きは24年にやや回復
　日本海事センターが財務
省の貿易統計をもとにまと
めている日中航路のコンテ
ナ荷動き量（トン数ベー
ス）をみると、日本から中
国向け輸出は2021年が前年
比4,6%減の944万20トン、
2021年から3年連続で減少
したあと、2024年は、1～3
月期は前年同期比1.1%増の
181万8,794トン、4～6月期
が1.1%増の192万6,603トン
とプラスが続いたが、7～9
月期は7.0%減の176万983ト
ンへ落ち込んだ。
一方、中国から日本への
輸入は2021年が前年比
10.9%増の2,188万3,925トン
とプラスだったが、2022年
は1.0%減の2,167万780ト
ン、2023年も5.6%減の2,045
万トンと2年連続でマイナ
スとなった。2024年は1～3
月期が前年同期比2.9%減の
495万1,525トンとマイナス
だったが、4～6月期は3.4%
増の538万2,020トン、7～9
月期も3.8%増の515万3,851
トンと2四半期連続でプラ
スとなり、回復の兆しをみ
せた。

運賃は小幅変動
また、日中航路のスポッ
ト運賃の推移をDrewry
Martime Research（ 英
国）とデータでみると、日
本から中国向けは2021年が
平均で692ドル／FEUだっ
たものが、2022年は826ド
ル／FEU、2023年は580ド
ル／FEUまで低下、2024
年は1～3月期が平均656ド
ル／FEU、4～6月が527ド
ル／FEU、7～9月期が534
ドル／FEUで推移してい
る。一方、中国から日本向
けは2021年が平均で1,628
ドル／FEUだったもの
が、2022年は1,866ドル／
FEU、 2023年 は 1,329ド

ル／FEU、2024年は1～3月
期が1,225ドル／FEU、4～
6月期が1,102ドル／FEUま
で低下したが、7～9月期は
1,306ドル／FEUへ持ち直
している。
　また、中国の上海航運交
易所（SSE）が発表してい
る上海出しスポット運賃
（THC除く）の上海輸出
コ ン テ ナ 運 賃 指 数
（SCFI）の2024年の推移
をみると、1月上旬に関西

航路が294ドル／TEU、関
東航路が301ドル／FEUだ
ったものが、9月下旬には
関西航路が 301ド ル ／
TEU、関東航路が307ド
ル／TEUまで上昇し、10
月下旬は関西航路が304ド
ル／TEU、関東航路が305
ドル／TEU、
11月下旬は関
西航路が304
ドル／TEU、
関東航路が
307ド ル ／
TEUと小幅な
上下動はある

ものの、ほぼ横ばいだっ
た。
国際通貨基金(IMF）の

世界経済見通しによると、
中国の実質GDP成長率は
2024年が4.8%、2025年は
4.5%を予想、25年も不動産
開発会社の資金繰りの悪化

や消費者からの信頼低下が
続き、不動産の低迷が経済
成長の足かせになる可能性
が高いと指摘、さ
らに米国でトラン
プ第2次政権が発
足、中国製品への
追加関税で中国経

済に大きな打撃を与えるこ
とが懸念される中で、日中
貿易にも影響しそうだ。
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　新年あけましておめでとうございます。
　2025年の年頭にあたり一言ご挨拶申し上
げます。

　昨年は、中東や紅海を巡る情勢の悪化に
より、当協会会員会社の運航船舶は、スエ
ズ運河に繋がる紅海の航行を回避して喜望
峰経由へ迂回せざるをえない状況が常態化
した他、ロシアのウクライナ侵攻長期化等
の地政学リスクによって、経済安全保障の
観点からも、海上輸送を通じて物流の多く
を担うわれわれ海運の重要性が改めて認識
された1年でした。
　またEU-ETS（欧州域内排出量取引制
度）の海運セクターへの適用が開始され、
国際海事機関（IMO）におけるGHG排出削
減の為の中期対策の議論も進む等、環境規
制への対応も一気に進展し始めた年でもあ
りました。
　本年は米国トランプ次期大統領による通
商・エネルギー政策の動向、上述の地政学
リスク等をはじめとして、海運を取り巻く
情勢は不確実性が高い状態が継続すること
が予想されます。業界としても、これまで
の経験や従来のやり方を踏襲するだけでは
対応が難しい状況に直面していますが、わ
が国の暮らしと経済を支える海運業として
その使命を果たすべく、当協会は、本年も
業界をめぐる諸課題に着実に取り組んでま
いります。
　まずは、船舶の安全運航の確保です。船
舶の航行の自由と安全の確保は、海運業界
にとって安全で安定的な海上輸送サービス
の提供における大前提です。2023年10月の
イスラエルとハマスの軍事衝突以降、紅海
周辺海域ではイエメンの武装勢力ホーシー
派による民間商船を標的とした攻撃が続い
ています。当協会会員会社の運航船舶がハ
イジャックされ、乗組員全員と船舶が拘留
されてから1年以上が経過しましたが、同
船は未だ解放されておらず、拘束されてい
る乗組員の精神的な苦痛は相当なものであ
ると心配しています。本船と乗組員の一日
も早い解放を強く望みます。
　民間商船への攻撃や不審船追尾などの事
案は、イスラエルとは無関係な船舶も含め
これまでに130件以上発生しており、2隻が
沈没、4名の船員が犠牲になる等、周辺海
域の治安の悪化に伴い、世界のライフライ

ンを支える商船の安全運航は大きく脅かさ
れています。当協会は、こうした非道な行
為を断固非難するとともに、一刻も早く船
舶の自由かつ安全な航行が確保されるよ
う、引き続き強く求めたいと思います。
　こうした紅海情勢に呼応するかのよう
に、ソマリア沖・アデン湾海域での海賊事
案が増加し始めており、事態を大変憂慮し
ています。わが国自衛隊や海上保安庁およ
び各国政府が協調した海賊対処行動は引き
続き必要不可欠ですので、厳しい環境下で
の護衛活動に深く感謝申し上げると共に、
活動継続へのご支援をお願い申し上げま
す。
　次に、環境問題・規制への対応です。世
界の海を舞台に活躍する海運業界にとっ
て、気候変動対策としてのGHG削減・脱炭
素への対応は、最重要課題の一つです。当
協会はIMOに先駆けて「2050年GHGネット
ゼロへの挑戦」を表明していますが、本年
も果敢に挑戦してまいります。
　現在IMOでは、2023年に採択された
「2023 IMO GHG削減戦略」の達成に向け
た具体的な規制（中期対策）と、それらを
反映する条約改正案が議論されています。
一方、EUでは、昨年1月1日に海運セクター
に適用開始となった欧州域内排出量取引制
度（EU-ETS）に加え、本年1月1日から
は、船舶の使用燃料のGHG強度に係る
FuelEU Maritime規制の適用が始まる等、
IMOの動きに先行して地域規制の導入が進
んでいます。海上輸送の安定やグローバル
なサプライチェーンの維持において、統一
的な国際規制の整備により地域規制の乱立
を防ぐことが肝要であることは明白です。
国際規制の議論を着実に進めることが、よ
り重要な意味合いを持つ中、引き続き日本
政府がIMOでの議論をリードしていくこと
を期待すると共に、海運業界としてもバッ
クアップしていく所存です。
　一方、IMOの目標達成には、新燃料・新
技術の開発や新たな燃料の供給体制の構築
に向け、業界や立場を越えて連携した抜本
的な取り組みや体制作りが欠かせません。
昨年8月末には、海運大手3社と国内造船4社
が、液化CO2輸送船の標準仕様・船型の確
立に向けた共同検討を開始し、将来的には
アンモニア燃料等の脱炭素技術を活用した
新燃料船の設計・開発・開発に係る協業も

視野に入れています。わが国海事クラスタ
ーを担う海運・造船の両業界が、タッグを
組んで厳しい国際競争に立ち向かう大きな
一歩だと考えています。こうした業界の垣
根を超えた連携の輪が拡がり、わが国海事
産業における脱炭素の取り組みが飛躍的に
発展することを期待しています。
　また、海運を目指す人材の確保と育成も
重要な課題です。日本の海運は優秀な日本
人海技者によって支えられており、前述の
環境や安全の取り組みを実施する際の
“核”となる存在です。少子化が進み、他
産業と激しい人材獲得競争に晒されている
中、わが国海運の安全を支え、国際競争力
を維持・強化する上でもその確保と育成は
極めて重要です。当協会は、産官学による
海技人材の確保・育成のあり方の検討に参
画し、関係者との連携を強化して業界とし
ての要望を反映しながら、船員不足、後継
者の確保・育成等に係る諸課題に取り組ん
でまいります。
　さらに、次世代を担う若者に海運に対す
る興味や関心を持ってもらい、未来の海運
業界を担う仲間となっていただくことも大
切です。本年も1月に「“開運”じゃなく
て、“海運”です。」をキャッチフレーズ
とするPRキャンペーンを全国で実施する
他、施設見学や出前授業等の草の根の広報
活動も通じて、海事産業の重要性に関する
認知度向上と海運への理解を深めていただ
けるよう取り組んでまいります。
最後に、海運業界を取り巻く情勢が日々
刻々と変化し、先行き不透明な状態が続く
今日、従来以上に様々なリスクや事業環境
の変化に備える必要があります。近年、と
りわけその重要度が増している経済安全保
障の観点から、わが国商船隊の国際競争力
の維持・強化は必要不可欠です。来年3月
には、「外航船舶の特別償却制度および買
換特例制度」が期限を迎えます。わが国商
船隊が、持続可能で安全で安定的な海上輸
送サービスを提供し続け、国民生活を支え
るインフラとしての使命を果たすことがで
きるよう、海事局をはじめとする関係の皆
様と連携の上、両制度の確保に向けた対応
を進めてまいります。
　当協会の活動に対しまして、本年も引き
続き皆様のご理解とご支援を賜りますよ
う、よろしくお願い申し上げます。

一般社団法人　日本船主協会
会  長　明珍　幸一

日中関係の改善次第
日中航路

中国→日本CCFI



24年度輸出額は4年連続
で過去最高を更新
　同会の見通しにおける最
大の特徴は、専門委員会参
加7商社が社内外の関係各
所にヒアリングし、それら
を商品別に積み上げて作成
している点にある。今回の
見通しは、世界経済がディ
スインフレからソフトラン
ディングに向かって推移し
世界貿易は回復に向かうと
いう潮流の中、ロシアのウ
クライナ侵攻の継続や中東
情勢の緊迫化などの国際情
勢、脱炭素を取り巻く環境
の変化とエネルギー需給動
向、中長期的な産業と貿易
構造などを想定した前提条
件に基づいて、作成したも
のである。 
今後の貿易動向は、各国
の政策変更、資源価格、為
替相場など、国内外の要因
に大きく左右されるため、
見通しからの上振れ、下振
れの可能性があるが、今回
の見通しのポイントとして
は、以下の3点が挙げられ
る。 

（1）通関貿易収支におけ
る2024年度の輸出額は100
兆円を超え、4年連続で過
去最高を更新する見込み。
輸送用機器の輸出増などが
寄与。輸入は一般機械、原
料品、化学製品が輸入増に
寄与する見込み。2025年度
は、輸出、輸入ともに円高
の影響もあり、2024年度比
で減少となる。 

（2）輸出入を数量・価格
に分けると、数量は輸出入
ともに、2024年度は減少す
るものの、2025年度は増加
に転じる見通し。価格は輸
出入ともに、2024年度は円
安の影響で上昇する一方、
2025 年度は一転、円高の
影響で低下する。為替動向
に加え、エネルギー価格の
影響が大きい。

（3）経常収支は、2024年
度、2025年度ともに過去最
高を更新する。貿易収支の
赤字は2024年度に大幅に縮
小し、2025年度は5年ぶり
に黒字転換となる。デジタ
ル赤字の拡大に伴いサービ

ス収支の赤字幅は拡大する
が、第一次所得収支は高水
準の黒字を維持する。 

今回の見通しでは、貿易
収支（通関貿易統計ベー
ス）の赤字は2024年度が3
兆7,350億円、2025年度が
300億円の見通し。貿易収
支の赤字は、過去最大だっ
た2022年度の22兆350億円
をピークに、3年連続で縮
小する。 
輸出総額（通関貿易統計
ベース）は2024年度に108
兆3,880億円（前年度比
5.3％増）に増加した後、
2025年度には108兆1,920億
円（同0.2％減）と微減と
なる。
　2024年度の輸出額は1979
年以降の比較可能な過去最
高を4年連続で更新する。
海外需要が全般的に軟調な
中で数量ベースでは微減と
なるが、円安の効果によ
り、輸出価格は押し上げら
れる。品目としては、輸送
用機器、電気機器、化学製
品などが成長を牽引する。
　2025年度の輸出額は、
2024年度に比べて小幅の減
少となる。電気機器や食料
品が増加する一方で、輸送
用機器、化学製品などが減
少となる。また、円高によ
る輸出価格押し下げの影響
も大きい。 
一方、輸入総額は2024年
度に112兆1,220億円（前年
度比2.9％増）と増加した
後、2025年度には108兆
2,210億円（同3.5％減）と
減少に転じる。 
　2024年度の輸入額は2023
年度から増加し、3年連続
で100兆円超となり、過去
最高だった2022年度に次ぎ
史上2位の水準となる。一
般機械、原料品、化学製
品、原料別製品などが増加
する一方、鉱物性燃料は需
要減の傾向が続く。 
　2025年度の輸入額は減少
に転じるが、引き続き100
兆円超になる見通し。円高
による価格面での押し下げ
が予想されるものの、日本
経済の回復基調の影響もあ
り、数量ベースでは全体と
しては増加に転じるため、
輸入額は高水準を維持す
る。 

　2024年度の経常収支は
2023年度の26兆6,400億円の
黒字から増加し、29兆
1,620億円の黒字となる。
主な要因としては、貿易収
支が 2.0 兆円改善すること
に加え、対外投融資による
利子や配当の受払である第
一次所得収支の黒字（受取
超）が1.5兆円拡大する。 
　2025年度の経常収支は29
兆9,610億円となり、3年連
続で過去最高を更新する。
貿易収支が3.6兆円改善
し、1.9 兆円の黒字に転換
する一方、デジタル赤字の
影響でサービス収支の赤字
幅が拡大する。
　また、円高の影響で第一
次所得収支の黒字幅は2.4
兆円縮小するが、金額とし
ては36.2兆円となり、引き
続き高水準の黒字を維持す
る見通し。 

主要商品別の見通し（通
関ベース）
1．輸  出 
◆2024年度◆ 
　2024年度の輸出額は2023
年度比5.3％増となり、4年
連続で過去最高を更新する
見込みである。数量・価格
の内訳をみると、数量は同
1.8％減と減少するのに対
し、価格は円安を背景に同
7.2％上昇する。 
品目別に見ると、輸出額
が大きい自動車などの輸送
用機器が同6.6％増と堅調
な増加になることが最大の
要因である。自動車は上半
期において認証不正問題を
起因とする生産停止があっ
たほかEUの景気低迷とい
った下押し要素があったも
のの、下半期には北米や
EUなどで需要が持ち直
し、全体としては堅調に推
移する見込み。一方で、鉱
物性燃料は国内製油所の閉
鎖や一部元売りの定期修理
で輸出余力が減り同 20.1％
減となる。また、鉄鋼は製
造業や建設業などの海外需
要が力強さを欠き数量が減
少する見込みで金額ベース
では同1.0％減となる。
2024年度は2023年度平均の
1ドル＝145円から一段と円
安が進んだことで価格の伸
びを主体に金額全体が増加
する見込みとなっている。 

◆2025年度◆ 
　世界経済は堅調に推移
し、世界貿易も復調に向か
うが、為替が円高に反転す
るとの前提により、日本の
輸出額は2024年度比0.2％
減となる。数量・価格の内
訳をみると、数量が同
2.1％増となる一方、価格
は円高方向へのシフトもあ
り、同2.2％減となる。
品目別にみると、自動車
は半導体供給の安定などに
より、台数は増加する。し
かし、輸出額は円高進行に
伴い2024年度比3.4％減に
なる見通し。一般機械は、
原動機の減少傾向が続くも
のの、デジタル機器の増加
やデータセンターの増設な
どによる半導体需要の高ま
りを受けて、半導体等製造
装置が同10.0％増と伸びる
ことを主因に一般機械全体
でも同0.9％増となる。電
気機器については、海外需
要の回復により数量が増加
し、同6.8％増になる見通
し。中国の生産能力が拡大
する化学製品はプラスチッ
クを中心に輸出数量への影
響も受け円高もあることか
ら同4.5％減となる。
輸出については、海外の
景気が緩やかに回復に向か
うことから数量では緩やか
な増加となる。一方で、円
高進行に伴い価格が押し下
げられることから、輸出金
額では微減となる。中長期
的には、欧州、中東におけ
る地政学リスクや、各国で
の保護主義の台頭に伴うサ
プライチェーンの変化も生
じるが、一般機械や輸送用
機器の需要は堅調に推移す
る。 

2．輸  入 
◆2024年度◆ 
　2024年度の輸入額は、
2023年度比 2.9％増とな

る。数量・価格の内訳をみ
ると、数量が同0.7％減少
する一方、価格は同3.6％
増加する。背景には円安進
行があり、価格が輸入額全
体を押し上げる。 
品目別にみると、食料品
が国内消費者の低価格志向
や国産品回帰により需要自
体は低調なものの供給減少
に伴う現地相場価格の上昇
や為替相場の円安進行に伴
い、同1.8％増となる。化
学製品はジェネリック原薬
の増加や欧州からの高価品
が増える医薬品を中心に同
4.3％増となる。原料別製
品は、鉄鋼、非鉄金属、織
物用糸と繊維製品がいずれ
も増加し、同3.9％増とな
る。 
多くの分野で円安により
金額が増加する一方、鉱物
性燃料は同2.5％減となる
見通し。鉱物性燃料は猛暑
による発電需要を受けた
LNGの増加、国内製油所
のトラブルや内航船不足に
よる国内石油供給の不安定
さといった増加要因がある
ものの、原子力発電所再稼
働等の影響により基調とし

ては減少傾向となる見込
み。また、原油・LNG・
石炭の国際価格は下落基調
にあり、輸入額の押し下げ
要因となる。輸送用機器は
同0.8％減と微減の見通
し。自動車は、国内市場の
回復やEV補助金の影響で
底堅く同4.4％増となる
が、航空機類が機材の納入
遅れのために同21.5％減と
大幅に減少する。 

◆2025年度◆
　2025年度は、国内経済の
緩やかな回復により輸入数
量が2024年度比2.3％増と
増加する一方、為替が円高
方向に転換することから、
価格は同5.6％減となり、
輸入額は同3.5％減とな
る。 
品目別にみると、鉱物性
燃料が2024年度比7.2％減
となり、全体を押し下げる
見通し。国内需要について
はジェット燃料の回復がコ
ロナ禍以降で続いていた
が、2025年度には終息する
見通し。足元ではLNGの
価格が下落する見通しとな
っており、天候と原子力発
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政府公認検数・検量・検査機関

輸出入貨物荷捌・検品と立会検数業務、木材検量業務
船積前検査・アジア型マイマイガ検査
放射線量測定検査業務と証明業務
理化学分析業務（輸出入食品、一般食品、放射能核種分析）と証明業務

代表理事会長　　宇 和 村　忠

一般社団法人　全　日　検

本　  　部 〒108-0022　東京都港区海岸三丁目1番8号
 TEL（03）5765-2113    FAX（03）5440-3396
 https://www.ancc.or.jp
支　  　社 北日本支社（東北支部・北海道事業所） 関東支社（横浜支部・東京支部）
 中部支社（名古屋支部・北陸事業所） 関西支社（神戸支部・大阪支部）
 西日本支社（九州支部・中国支部） 理化学分析センター（神戸支部内）

ALL NIPPON CHECKERS CORPORATION

　日本貿易会は2025年度の貿易収支、経常収支の見通しを発表、円高により輸出・輸
入ともに減少、原油価格の下落などにより貿易赤字が一段と縮小するとの見通しだ。
2024年度の輸出総額は2023年度比5.3％増の108兆3,880億円となり、4年連続で
過去最高額。内訳は、輸出数量が同1.8％減少、輸出価格が同7.2％上昇。世界経済の
減速により数量は減少するものの、円安の効果などにより、幅広い品目で輸出価格が上
昇する。輸入総額は2023年度比2.9％増の112兆1,220億円。内訳は、輸入数量が同
0.7％減少、輸入価格が同3.6％上昇。一般機械、原料品などの要因により増加し、3年
連続で100兆円超となる。この結果、通関貿易収支は3兆7,350億円と3年連続の赤字
となるものの、赤字幅は大幅に縮小する。

日本貿易会

2025年度貿易収支、経常収支の見通し
円高で輸出入とも減少、原油価格下落で貿易赤字縮小
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電所の稼働状況による変動
要因はあるものの、総じて
減少傾向となる。化学製品
は 2024 年度に膨らんだ輸
入が減少し、同6.3％減と
なる。食料品は国内在庫が
高水準であることや円高シ
フトによる価格の減少によ
り金額が減少して、同
5.5％減となる見通し。一
般機械は2024年度並みの輸
入を見込む。一方で、半導
体など電子部品では産業機
器向け製品の需要回復、デ
ータセンターをはじめとす
るITプラットフォームへ
の投資拡大、車載半導体の
需要増などにより同5.2％
増となる。また、原料別製
品では、非鉄金属、織物用
糸と繊維製品が増加し、同
2.0％増となる。 
輸入については、2024年
度までの円安進行により金
額が上昇し、国内のインフ
レの一因となってきた。
　また、地政学リスク、各
国の政策変更リスクにより
国際価格が急騰し、輸入金
額を押し上げるリスクにも
留意する必要がある。

経常収支の見通し 
◆2024年度◆ 
　経常収支は29兆1,620億
円の黒字となり、2023年度
の26兆6,400億円から黒字
が拡大する。内訳を見る
と、輸出が大きく増加する
一方で輸入は小幅の増加に
とどまるため、貿易収支の
赤字は1兆7,100億円と赤字
幅が縮小する。サービス収
支は訪日外国人観光客の増
加の影響でインバウンド需
要が拡大する一方で、デジ
タル赤字の拡大により3兆
7,480億円の赤字となり、
2023年度の2兆5,970億円の
赤字と比べ、約1.2兆円の
赤字拡大となる。第一次所
得収支は、企業業績の回復
や海外からの配当金送金の

増加、円安の影響を受けて
過去最高の38兆6,210億円
となり、2023年度から約
1.5兆円の上積みとなる。 

◆2025年度◆ 
　経常収支は、29兆9,610
億円と2024年度から更に増
加し、3年連続で過去最高

を更新する見通し。貿易収
支は、輸出が輸入を上回り
1兆8,850億円の黒字とな
り、2020年以来5年ぶりの
黒字転換となる。

サービス収支では、イン
バウンド需要の増加が一巡
する一方、デジタル赤字が
拡大し、全体としては4兆
930億円の赤字となり、赤

字幅は2024年度より約
3,500億円拡大する。第一
次所得収支は、円高シフト
の影響で、36兆2,330億円
と高水準を維持する。

　　　　　　　　　　　         一般社団法人　日本造船工業会
会長　金花　芳則

　明けましておめでとうございます。
新しい年を迎えるにあたり、謹んでご挨拶
申し上げます。
　昨年を振り返りますと、ウクライナや中
東地域では、依然として緊迫した情勢が続
き、地政学リスクの高まりによって、国際
社会では分断化が進み、世界経済の先行き
に不透明感と不確実性が大きく増して参り
ました。グローバル化が後退し、ますます
流動性が増す国際情勢に対し、我が国の経
済安全保障の推進、防衛力の強化が重要と
なっています。政府の新たな経済対策によ
って、今後も、我が国経済が安定した経済
成長を遂げ、景気の好循環が続くことを期
待したいと思います。
　一方、我が国の造船業を取り巻く環境
は、一時期の危機的な状況から脱して、好
調な海運市況により新造船発注は回復し、
造船各社とも手持ち工事量を確保するに至
っております。鋼材等のコスト上昇圧力は
依然としてあるものの、船価の上昇に加
え、外国為替は円安傾向にあり、各社の損
益は黒字へ転換しました。しかしながら、
我が国の造船業が厳しい国際競争を繰り広
げている競合国では、造船業への公的支援
等を続けており、受注を積み上げ、設備の
新増設や再稼働を目指す動きも見られま
す。世界の造船市場は歪曲され、歪んだ競
争環境は変わらず、我が国の造船業界に大
きな影響を与えております。
今後の見通しにつきましては、緊張が続

くウクライナや中東地域の情勢、世界が注
視している米国のトランプ新政権の動向等
によって、世界経済の先行きには不透明感
があるものの、中長期的な視点で見ると、
世界経済の成長や人口の増加にあわせて海

上荷動き量は、持続的に増加しており、今
後もその成長は続くものと見ております。
また、2023年7月開催のIMO（国際海事機
関）会合にて、GHG削減戦略が見直され、
「2050年頃までに排出ゼロ」と目標が強化さ
れ、現在、この目標達成のための具体的な条
約改正案の検討が進められ、2027年から規制
が始まる予定と伺っております。GHG削減
目標の強化によって、新造船の建造需要は、
今後増加していくものと見ております。
　こうした建造需要を取り込み、経営を安
定化させるために、造船業界といたしまし
ては、ゼロエミッション船の開発、早期の
実用化に取り組んでいるところでありま
す。このためには、各社毎の自助努力を続
けると共に、企業間の連携や協業、海事ク
ラスター内での連携の強化を進めておりま
す。我が国の強みは、裾野の広い産業基盤
を擁する海事クラスターですので、この強
みを生かして、早期にゼロエミッション船を
開発して社会に還元すると共に、競合国との
国際競争にも打ち勝っていく所存です。
　幸いに開発は順調に進んでおり、内航船
であるアンモニア燃料タグボートが、世界
に先駆けて2024年8月に竣工しました。外航
船については、アンモニア燃料アンモニア
輸送船が、2026年11月に竣工する予定で
す。また、他船種のアンモニア燃料船や水
素燃料船、液化二酸化炭素（LCO2）輸送船
の開発も進められています。
　また、昨年11月、GX経済移行債を活用
し、造船・舶用事業者に対して、ゼロエミ
ッション船等の建造に必要な設備投資を支
援する公募が行われました。5年間で支援総
額600億円（補助率1/3で計算すると総事業
費1800億円相当）の支援が予定されており

ます。造船・舶用の多くの事業者から予算
規模相応の申請があったと伺っておりま
す。造船業界としては、この支援制度を積
極的に活用し、ゼロエミッション船等の次
世代船舶の建造に向け、海事クラスターの
皆様と一緒に早期の建造体制の構築を進め
て参る所存です。
　また、今後需要が見込まれるゼロエミッ
ション船や自動運航船等の次世代船舶にお
いては、複雑化する船舶の設計・開発効率
や性能を革新的に高めるデジタル技術の活
用が必要となっており、各社ともスマート
ファクトリー化に向けたDX推進に取り組ん
でいるところであります。補正予算でもロ
ボット開発等の予算が計上されておりま
す。これらの支援も活用しつつ、造船業界
としては、DX化を進め、生産性を飛躍的に
向上させ、就労環境を改善し、魅力ある産
業に変貌すべく、業界を挙げて対応して参
ります。
　2050年の船舶のゼロエミッション化と今
後の経済成長により新造船需要は高いレベ
ルが継続すると想定されています。私たち
の生活に必要不可欠な物資の海上輸送に欠
くことのできない船舶を建造する造船業
は、世界の経済発展と日本の安全保障にな
くてはならないエッセンシャルな産業であ
ります。
日本造船業は、今後も発展し続け、地域

密着型の産業として、多数の関連産業と共
に、地域の経済・雇用に貢献して参る所存
です。そのためには、海運、舶用などの海
事クラスターの皆様との連携・支援が欠か
せません。引き続き、関係各位の、なお一
層のご理解とご支援をお願いしまして、新
年の挨拶とさせていただきます。

代表理事会長 石  田    正  明

●船舶安全法に基づく危険物検査 ●海事および流通に関する鑑定、検査、検量
●理化学分析・試験、食品分析 ●入出庫一貫検定 ●コンサルタント

本　　　　　社： 〒104-0032  東京都中央区八丁堀１丁目9番7号
 TEL.（03）3552-1241　FAX.（03）3552-1260　URL:https://www.nkkk.or.jp
事業所・事務所： 全国主要港79ヶ所、アムステルダム、シンガポール、マニラ、バンコク、

クアラルンプール、ジャカルタ、ホーチミン、ヤンゴン、台北、高雄、天津、上海、香港、広州
理化学分析センター： 北海道、千葉、横浜、名古屋、大阪

NKKK

International  Surveyor  &  Inspector

日本海事検定協会
NIPPON KAIJI  KENTEI KYOKAI

一般社団法人

～信頼のブランド NKKK～

創立1913年（大正2年）2月

江　嵜　喜　一代表理事会長

〒104-0045  東京都中央区築地一丁目13番 14号
 NBF東銀座スクエア 8階・9階
 TEL（03）3543－3212

URL https://www.jctc.or.jp/

かなはな　　　　　　　よしのり
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日本港湾の相対地位低下
海外港湾躍進の秘密は？
日本物流学会・中部部会
は2024年12月7日、会員向
けにオンラインセミナーを
開催し会員らが参加した。
今回登壇したのは鉄道事
業再生、アドバイザー事業
などを手がける日本鉄道マ
ーケティングの山田和昭代
表（写真）で、「世界のコ
ンテナ輸送と海陸連携」を
テーマに講演、海外の主要
ハブ港と日本の主要港の構
造や港湾政策など比較し、
今後の日本の港湾政策へ新
たな提言を行った。山田氏
はこれまでに由利高原鉄道
のITアドバイザーやマー
ティング支援、鳥取県の若
桜鉄道の社長として鉄道を
活用した地域再生など手が
けた経験を持ち、現在は鉄
道と港湾がリンクするモー

ダルシフト促進へ向けた研
究に取り組んでいる。
山田氏がコンテナ複合輸
送の研究を始めたきっかけ
は、米国における内陸鉄道
物流でISO規格コンテナ
と、ほぼ米国内専用として
使われる53'コンテナが同
列車で一緒に輸送され、鉄
道コンテナ輸送では国内外
物流が統合されている実態
を目の当たりにし「製造効
率より物流効率の方が国際
競争力に影響するのではな

いか？」との疑問を抱いた
からだという。
山田氏はまず、日本の港
湾では国際コンテナ貨物量
が伸び悩み、相対的に取扱
量で諸外国に順位で遅れを
とり、基幹航路の寄港回数
も減少している現状を説明
したうえで、過去30年間の
世界のコンテナ港湾の発展
過程を、Google Earthの地
図を使いながら、中国、韓
国、インド、欧州などの主
要港を紹介した。海外港湾
ではいずれも国内や地域の
港湾を主要ハブ港に集約、
さらに背後圏とのアクセス
には必ず充実したオンドッ
ク鉄道積み替え施設やバー
ジなど舟運による大量の貨
物に対応した複合輸送ルー
トを構築している点を指摘
した。また中国政府は、ロ
シアによるウクライナ侵攻
が始まって以降中央アジア

を経由した鉄道による中
国／欧州間の輸送需要の高
まりなどを受け、国家プロ
ジェクトとなる「鉄路先行
国策」による地域発展策を
打ち出している。山田氏
は、中国が中央アジアへの
アクセスをさらに強化す

る、標準軌による新線開発
に取り組んでいる事例を紹
介し、「険しい地形に敢え
て鉄道の新線を敷設する意
図を想像するに、中国／欧
州間で標準軌による積み替
えなしによる接続を図って
いる可能性がある」との見
立てを示した。
　またイギリス港湾として
ロンドンゲートウェイ、フ
ェリクストウの2港の様子
を説明し、イギリスの鉄道
は断面の車両限界が日本よ
りも小さく、コンテナの鉄

道輸送では日本より不利な
条件にあったが、1960年代
から低床貨車を導入しHQ
コンテナを含めた海上コン
テナを輸送しているとし、
またフェリクストウ港が欧
州大陸最大規模のロッテル
ダム港と海峡を挟んで最短
距離に位置する地理的利点
から大規模港湾として開発
された経緯を説明、「どこ
に港ができるかは、実は陸
側の都合ではなく、海側の
都合で決まってくることを
示しているのではないか」

日本物流学会・中部部会がセミナーで日本港湾、複合輸送の課題洗い出し
国内港湾の成長へ、集約化、鉄道輸送強化など提言
日本物流学会・中部部会がセミナーで日本港湾、複合輸送の課題洗い出し
国内港湾の成長へ、集約化、鉄道輸送強化など提言
　世界のコンテナ港湾、特にアジア港湾のコンテナ取扱量の急成長は目覚ましいが、日本の港湾は取扱量が伸び悩
み、直航コンテナ船の寄港数は減少しつつある。それに対応するため国土交通省は国際コンテナ戦略港湾政策などに
沿った港湾振興による「集貨・創貨・競争力強化」に取り組んでいるが、今日の日本の地理的環境、経済構造などか
ら取扱量の伸び悩みが続いている。そんななか、日本物流学会・中部部会は将来の日本の港湾の向かうべき方向につ
いて、新たな見方を模索する取り組みとして昨年12月に会員向けオンラインセミナーを開催し、鉄道マーケティング
に詳しい識者が内陸輸送の面から海外のハブコンテナ港と日本の主要コンテナ港を比較し、日本と港と内陸輸送の課
題を浮き彫りにした。今回はセミナーの概要を紹介しつつ、日本港湾の将来像に向けた新たな視点を紹介したい。

日本鉄道マーケティング・山田和明氏提供
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と述べた。

鉄道でコンテナ輸送効率
を最大化
米国内陸輸送とコスト削
減のセオリー
続けて山田氏は米国東西
両岸の主要港を紹介し、特
に西岸のロサンゼルス／ロ
ングビーチ港（LA/LB
港）の内陸鉄道輸送の仕組
みを解説した。2002年に完
成した両港と内陸部に位置
するロサンゼルス鉄道ター
ミナルを結ぶ貨物鉄道路線
アラメダ・コリドーの完成
とそれによる鉄道での大量
のコンテナ輸送が可能にな
り、また元々効率が良かっ
た海上コンテナのダブルス
タック貨車による輸送に国
内輸送を統合することで、
鉄道貨物駅からは海上コン
テナとともに米国内専用の
53'コンテナも同時に輸送
し輸送効率の向上を図っ
た。これにより1980年と比
較し2020年のClass1鉄道に
よる複合貨物輸送量は約5
倍に増加、国全体の輸送効
率の向上と国際競争力の強
化を実現した。
山田氏によると、米国の
鉄道会社は年平均230億ド
ルを投資し巨額な利益を出
しているとし「米国の大手
鉄道会社は1970年代に一度
破綻し、一時国有化を経て
1980年代にスタッガー法に
よる規制緩和と競争要件の
見直しにより再構築後、低
運賃により多く利用者が集
まり大躍進することになっ
た経緯があり、決して順風

満帆ではなく、米国は課題
に適切に対応してきた歴史
がある」と指摘した。

セオリーに倣う海外港湾
対照的な日本の港湾と複
合輸送
　山田氏は次に日本のコン
テナ港湾や現状を振り返
り、日本ではコンテナ港湾
が分散、背後圏輸送は港で
のデバンかドレージ、国際
輸送と国内輸送は分離、輸
送幹線の冗長性は代替ルー
トがなく、船/鉄道の互換
もない状況などから、海外
の主要港や輸送システムと
は両極端な状況になってい
ると指摘した。山田氏は、
経済学者Marc Levinsonに
よる、オイルショック期に
景気が低迷しても世界経済
が成長を実現できたのは輸
送コストの低減が寄与し
た、との論を引用し「世界
の輸送コストは低減した
が、なぜか日本の輸送コス
トは低減しなかった」との
疑問を示し、仮説として日
本の港湾の地位低下の構造
的なメカニズムを提示し
「国内貨物の分散と海外港
湾の成長が大型船を中心に
日本基幹航路の減少をもた
らし、さらに生産拠点の移
転と成長の停止が貨物を伸
び悩ませ、基幹航路のさら
なる減少に拍車をかけ、海
外港との差を拡大させてい
るのではないか？これは一
過性の課題ではなく、複合
的な悪循環を引き起こして
いるかもしれない」と述
べ、今後の検証に意欲を示

した。
McKinsey & Company

（米国）は1965年に発表し
た報告書で、コンテナによ
る輸送コストの低減を実現

するための条件を示し、巨
大港一港に貨物を集中し、
国内の都市には専用列車で
コンテナ輸送体制を整備し
た場合にのみ実現できると
し、港も規模の経済が重要
であること指摘している。
山田氏は「韓国をはじめ
海外の成長港は60年前のセ
オリーに沿ってシステムを
構築し成長しつつあるが、
日本だけSea＆Rail輸送を
実現していない。日本港湾
が60港に分散し鉄道が分断
したままの30年間だった」
と指摘した。

港湾立地は海側の都合で
決まる
セオリーに沿った野心的
な『妄想』
一方で山田氏は、日本も

港湾を集約し、鉄道網、港
湾、内港のインフラが整備
されシンクロモーダル化を
促進できれば地域の主要コ
ンテナハブ港を構築する潜
在力は持っているとし、モ
デルケースの一つとして北
東アジアから北米西岸、さ
らに南米西岸向けの重要な
航路の要衝となる津軽海峡
付近に新たなハブ港湾を構
築する構想を紹介した。山
田氏は『これは教科書のセ
オリーに沿った妄想』と前
置きしつつ、内航海運、鉄
道などで接続し日本の貨物
を集約すれば、韓国・釜山
港に匹敵する取扱量にな
り、高速かつシームレスな
鉄道輸送により国内背後圏
と接続できれば、物流コス
トの大幅な低減を実現でき

るという。また津軽海峡は
地政学的な要衝でもあり、
シベリア ランド ブリッジ
や中央班列との分岐点に位
置し、関東、関西、北海道
とも鉄道で接続しているた
め、多くの有利な条件を備
えた港を構築できる可能性
があると述べた。山田氏は
「日本は十分な潜在力を持
ちつつも、港湾政策がセオ
リーと逆行し続けている様
子を見ると、過去30年間原
則・ドクトリンの何かが外
れているように思う」と述
べ、太平洋岸港へ注力する
政策、国内インフラへの投
資不足、鉄道のコンテナ輸
送対策の不足、道路偏重の
公共予算など様々な障害が
ある現実を示したうえで今
後も「どこから直せば良く

なのるかを探る研究を進め
ていく」と述べ講演を締め
くくった。

港湾政策やドクトリンの
錯誤か？
政策の検証、新たな提言
求める声相次ぐ
講演後は会員からは、物
流セクターのセクショナリ
ズムの積み重なりに主因が
あるのでは？という声や自
社線路を持たないJR貨物
の特殊性を変える必要性を
求める声、また国鉄の民営
化のあり方に問題があった
との指摘や政策立案にあた
り現在の延長線上にある政
策立案しかしてこなかった
ことに原因があるのでは？
港湾政策のドクトリンを再
度見直す必要があるなどの
声があがり、同学会として
政府などへ新たな港湾政策
を提言していくべきとの声
が相次いだ。

講演後に山田氏は、記者
に対し自身を「業界新入
生」と称しつつ「なぜこう
して負けているの？という
素朴な疑問から研究をはじ
めた。まだまだ日本の物流
について見えてこない課題
の本質は多く、仲間を募り
つつ研究・問いかけを続け
ていきたい」と述べた。

日本鉄道マーケティング・山田和明氏提供

日本鉄道マーケティング・山田和明氏提供

日本鉄道マーケティング・山田和明氏提供



それでも輸送量は3.6％増
　 帝 国 デ ー タ バ ン ク
（TDB）の調査によると、
「モノが運べなくなる」と
いう物流の2024年問題だ
が、輸送量のデータをみる
と、貨物営業用自動車の輸
送量は、2024年4～7月で8.6
億トンと前年同期（2023年
4～7月の8.3億トン）比3.6％
増加しており、過去5年で
みても最も高い水準となっ
たことが明らかとなった。
時間外労働の上限規制を
適用したものの、現時点で
は輸送量においては、前年
から同水準かそれ以上を維
持している。その裏では、
苦しいなかでもパレット輸
送や中継輸送などの配送効
率の向上をはじめとする企
業の各種効率化施策が進ん
だものと想定でき、適正な
運賃設定なども徐々に進ん
できているといった声も聞
かれると指摘している。運
送業界は人手不足が深刻な
状況であるなかで、企業努
力により徐々に輸送の効率
化が進んできているといえ

るとしながらも、依然とし
て燃料費の高止まりや深刻
な人手不足など業界全体で
は厳しい環境に置かれてい
る。2024年問題も解消した
わけではなく、さらなる輸
送の効率化や自動化などを
推進することだけでなく、
引き続き物流に対する行動
変容も安定的な物流機能の
確保に必要だと指摘してい
る。

東ト協連の5割超が値上げ
東京都トラック運送事業
協同組合連合会は第41回
「運賃動向に関するアンケ
ート調査結果」を発表、7
月末日時点で運賃・料金の
収受状況は、「値上げにな
った」が前回調査と比べ
23.6ポイント増の51.2％のト
ラック事業者が回答する結
果となり、2024年問題を契
機に運賃値上げが大きく進
んだことが明らかとなっ
た。
　その一方で、希望する運
賃料金に対する収受運賃は
86.1％が「低い」と回答、
希望する現行収受運賃料金

の割増率は「5％以上～
10％未満」が41.1％と最
多、15％以上は23.4％。
「高速道路料金」は94.5％
が収受。これから半年後の
運賃料金の収受予想では
「特に変わらない」が
75.8％と最多。
　同調査は東ト協連に加盟
する協同組合から、39協同
組合を選定、調査対象197
社中、167社から回答があ
り、回収率は84.8％。

2024年問題の影響は
コスト高騰
　一方、三菱地所リアルエ
ステートサービスとニッセ
イ基礎研究所が共同で調査
した「企業の物流戦略およ
び物流施設利用状況に関す
るアンケート調査」による
と、「物流2024年問題」の
影響は、｢輸送コストの高
騰｣が最多で、対策に取り
組んでいるが、まだ十分で
ない企業が多いことが判明
した。
多くの企業は、大都市圏
ごとに物流施設を配置して
いる。一方、全国でビジネ

スを展開している大手物流
企業や、製造業、小売業の
物流機能の一部を担ってい
る商社・卸売業などは、き
め細やかな物流サービスを
実現するため、地域ごとに
物流施設を配置している実
態が明らかとなった。
物流企業と荷主企業約

4,486社を対象として2024年
7月～9月に調査、企業の物
流戦略に対する考え方や、
物流施設利用の現状と今後
の方向性について確認し
た。有効回答数は234社。
また「物流施設（拠点）
数の方針」について質問し
たところ、｢物流拠点の数
は現状維持｣との回答が最
も多く、次いで「物流拠点
の数を増やす」「物流拠点
の数を減らす」の順に多か
った。特に、物流企業にお
いては、物流拠点数を「増
やす（45％）」との回答が
「減らす（4％）」との回
答を大幅に上回った。ネッ
ト通販市場の拡大などに伴
い、物流需要が堅調に推移
していることを受けて、物
流企業は物流拠点を拡大
（増加）する意向が強いこ
とがうかがえる。（左図参
照）

コスト削減へ在庫圧縮
　「物流業務における主な
課題」について荷主企業に
質問したところ、｢コスト
削減のための在庫圧縮」と
の回答が最も多く、「トラ
ックドライバーの確保」、
「輸送・配送時間の短
縮」、「倉庫内作業（包
装・仕分け）人員の確
保」、「物流施設の自動化
への対応」、「働き方改革
の推進」との回答が上位に
挙がった。物流企業では、
｢トラックドライバーの確
保｣、「倉庫内作業（包
装・仕分け）人員の確
保」、「働き方改革の推
進」との回答が最も多く、
次いで、「物流施設の自動
化への対応」、「従業員の
安全管理対策の強化」との
回答が多かった。（上図参
照）
荷主企業、物流企業とも
に、トラックドライバーの
確保が喫緊の課題となって
いる状況がうかがえる。ま

た、ドライバー不足ととも
に倉庫内作業人員の不足も
重大な課題となっている。
こうした人手不足などを背
景に、物流施設の自動化や
働き方改革を積極的に推進
したい企業が増えているよ
うだ。さて、荷主企業が
2024年問題への対応として
取り組んでいる最近の主な
事例を以下に紹介する。

　ホームセンターチェーン
のカインズ（埼玉県本庄
市）は、25年1月に稼働開
始予定の「カインズ日高流
通センター」が埼玉県日高
市で24年4月に竣工した。
同施設は、日本GLPが開発
した先進的物流施設「GLP
狭山日高㈽」で、カインズ
が専用施設として一棟全体
を利用する。延べ床面積が
約6万6,166.08㎡、保管能力
が約1万8,000パレットと関
東エリアでは敷地面積、保
管能力がカインズ最大級の
流通センター。トラックバ
ースを3面採用した設計
で、127台の車両の同時接
車が可能で、トラックドラ
イバーの荷待ち時間削減に
つなげ、物流2024年問題へ
の対策を図る。構内作業で
は、荷物の仕分けや荷下ろ
しなどの自動化で省人化を
図る。

菓子製造・販売のシャト
レーゼと東京九州フェリー
は、東京九州フェリーと同
じSHKライングループの
マリネックスを通し、山梨
～九州間の輸送を、一部フ
ェリーを活用した海上輸送
へ切り替えた。シャトレー
ゼの工場がある山梨県から
九州までの輸送を、一部横
須賀～新門司間を結ぶ東京
九州フェリーを利用するこ
とで、従来のトラック輸送
よりもCO2排出量を約55％
削減するとともに、フェリ
ーにシャシーのみを積載す
ることによる労務問題の解
決などを図っている。

　キリンビールは物流2024
年問題に対応、24年6月か
ら名古屋工場に自動倉庫の

増強として「新自動ラッ
ク」を導入するとともに、
新たに「レイヤー自動ピッ
キング装置」を導入する。
また、商品の保管倉庫で
も、従来清涼飲料の保管を

していたスペースを酒類倉
庫として整備することで、
酒類保管スペースを拡張す
る。これら一連の取り組み
に対し、総額約10億円を投
資する。

　ホームセンターのコメリ
（新潟県新潟市）は、同社
の関西地域における多店舗
出店の要となる物流拠点を
設置すべく、コメリ（新）
関西流通センターを24年6
月に着工、25年度に稼働予
定だ。敷地面積8万7,383㎡
に、延べ床面積7万8,884㎡
の規模で、設備投資額は約
120億円（土地建物・機械
設備・システム関連）。同
社グループ11カ所の物流拠
点の中で最大規模の延べ床
面積となり、また物流業界
を取りまく「2024年問題」
への対策を考慮し、作業効
率の向上や新たな仕組みを
導入することで生産性向上
に向けた取り組みを実現し
ていく方針だ。

　アサヒグループジャパン
とNEXT Logistics Japan
（NLJ）は持続可能かつ生
産性の高い物流の実現に向
け、NLJの25mダブル連結
トラックを活用した工場間
の直送を24年5月から開始
した。アサヒ飲料明石工
場・群馬工場間の商品輸送
の一部をNLJが所有するダ
ブル連結トラックによる直
送に切り替えた。これによ
り、大型トラック2台が両
工場間を直送する場合と比
較し、ドライバー1名での
輸送が可能となるととも
に、CO2排出量は約35％削
減できる。

　日立建機は、国内の全製
造拠点を含む9拠点（土浦
工場、霞ヶ浦工場、常陸那
珂臨港工場、常陸那珂工
場、龍ケ崎工場、播州工
場、つくば部品センタ、日
立建機ティエラ、日立建機
ロジテック）に、Hacobu
が提供するトラック予約受
付 サ ー ビ ス 「 MOVO
Berth」を24年6月から導入
した。日立建機は、油圧シ

シャトレーゼ

カインズ

キリンビール

コメリ

アサヒグループ

日立建機
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あらゆる貨物をあらゆる地域へ安全に

効率よく海上輸送することを常に心が

けております。

イースタン・カーライナー株式会社
〒140-0002　東京都品川区東品川2-5-8
天王洲パークサイドビル5階
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電話 03-5769-7631　FAX 03-5769-7632
在来・多目的船部
電話 03-5769-7633　FAX 03-5769-7634

〒103-0027　東京都中央区日本橋2-15-3
平和不動産日本橋ビル4F
電話 03-5204-0251　FAX 03-5204-0257
東京湾支店　電話 0438-97-6071　名古屋支店　電話 052-218-5800
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2024年問題のその後～輸送量は増加し過去最高水準に
荷主、輸送業者とも輸送効率化の取り組み推進

　2025年が始まった。昨年、物流業界で大きなテーマとなったのが2024年問
題。2024年4月からドライバーの時間外労働上限を年間960時間とする規制を開
始、割増賃金率も50％に引き上げられるなど、大きな変化が起きた。この見直し
で不足する輸送能力は全体の14％、営業用トラックの輸送トン数にして4億トンに
達すると試算されていた。さて、その1年を振り返ってどのような動きがあったの
か、まとめてみた。



ョベル、ホイールローダ、
道路機械、鉱山機械などの
開発・製造・販売・サービ
スの事業をグローバルで展
開している。日立建機の事
業活動を物流インフラが支
えており、同社の国内拠点
には部品の納入や製品の出
荷のために1日あたり計約
1,300台のトラックが出入
りしている。運送事業者の
負荷を軽減するためには構
内の車両を整流化し、荷待
ち時間を短縮することが重
要な課題だった。MOVO
Berthの導入で、効率的な
入出荷環境を実現し、トラ
ックの荷待ち時間を30分以
内に短縮することを目指し
ている。

　ファストフード店やコン
ビニ、カップ麺などの紙カ
ップ・紙製品を製造する日
本デキシーは、SHKライ
ングループのマリネックス
を通し、栃木県真岡市の工
場から九州までの輸送を、
一部フェリーを活用した海
上輸送へ切り替えた。従来
まではトラックによる陸送
だったが、SHKライング
ループの東京九州フェリー
の横須賀発新門司向けフェ
リー（海上輸送）の活用を
開始、フェリーにトレーラ
ー（シャシー・荷物部分）
のみを積載することによる
省力化、労働時間削減など
2024年問題へのアプローチ
と、CO2排出量削減という
2つの社会問題の解決に貢
献している。

　伊藤園と日清食品は、持
続可能なサプライチェーン
の構築を目指し、往路だけ
でなく復路の車両活用にも
着目した「循環型」の物流
連携を強化、その一環とし
て「往路に茶葉、復路に即
席麺」を運ぶ「ラウンド輸
送」の毎日運行を24年7月
から開始した。共同輸送の
毎日運行は、両社ともに初
となる取り組みで、同取り
組みで従来の輸送と比べて
トラックの使用台数が約
19％減少し、またCO2排出
量も約17％削減できる。

米国の医療テクノロジー
企業の日本法人、日本スト
ライカー（東京都文京区）
は24年8月、宮城県仙台市
泉区に東北物流センターを
新たに開設するとともに、
札幌市に北海道物流センタ
ーを10月に開設した。両物
流センター開設で、東日本
（東京都）、西日本（大阪
府）、23年の九州（福岡
県）に次いで国内5拠点体
制となった。緊急手術への
対応や、症例に合わせた幅

広いサイズバリエーション
が必要な整形外科領域のイ
ンプラント製品、貸出用器
械を中心に、東北・北海道
の顧客向けに出荷・返戻業
務を一括して担う。サプラ
イチェーンの継続的な強化
によって物流業界の「2024
年問題」や台風・大雪など
の影響を最小限に抑え、タ
イムリーかつ効率的に製品
を届ける体制を整えて流通
の安定化を図ることで地域
での事業成長に寄与する。

　家電量販大手の上新電機
は、LOZI（愛知県名古屋
市）とZEROBILLBANK
JAPAN（東京都港区、
ZBB）、東芝デジタルソリ
ューションズ（神奈川県川
崎市）が構築したブロック
チェーン技術を活用した物
流管理システムを、店舗配
送業務において段階的に導
入、全国にある上新電機の
大多数の店舗で24年8月に
本格稼働を開始した。三井
倉 庫 ロ ジ ス テ ィ ク ス
（MSL）が物流運営を支
援する。導入した店舗向け
の配送では、ドライバー1
人あたりの待機時間につい
て1日平均45分の削減効果
を確認できている。
同システム導入で、帳票
や伝票など配送にかかる紙
の帳票のデジタル化によ
り、現場とのシームレスな
やり取りや事務処理の効率
化を実現するとともに、シ
ステム上で連携し配送情報
を事前に共有することで、
ドライバーが施設に到着後
すぐに検品、積込み作業を
開始できるようになり、ド
ライバーの拘束時間を削減
できる。商品の出荷から納
入までの取引履歴をブロッ
クチェーン上に記録するこ
とで、リアルタイムで追
跡・管理情報を共有しなが
ら、不正行為の抑止にも貢
献する。物流情報の透明性
を大幅に向上させること
で、安心できる企業間の情
報管理が可能になる。

　イオンの連結子会社で物
流を担うイオングローバル
SCMとHacobuは、物流領
域の喫緊の課題である
「2024年問題」に起因する
ドライバー不足解消に向け
た取り組みを開始した。導
入済みのトラック予約受付
サービス（バース予約シス
テム）「MOVO Berth」
を、24年8月末までにイオ
ングローバルSCMの55施
設 に 拡 大 導 入 し た 。
MOVO Berthで取得した、
「予約時間」や「受付時
間」、「作業開始・終了時
間」などの各種データから
荷待ち・荷降ろし時間の短

縮に向けた課題や要因を特
定し、予約時間の最適化、
人員配置の最適化、また作
業時間の短縮に向け発荷主
に対してパレット化などを
提案する。

　理化学機器の総合卸・商
社のアズワン（大阪府大阪
市西区）と日立製作所は、
サプライチェーン全体の最
適化を支援するシミュレー
ション基盤の構築に向けた
検討を24年8月に開始し
た。すでにPoC（概念検
証）に着手、9月末まで、
複数の物流センターと代表
的な品目を対象に各種デー
タを活用し、基盤導入によ
るアズワンユーザーの利便
性向上の効果を検証する。
両社は輸配送における無駄
の排除を喫緊の課題とし、
自社だけではなくサプライ
チェーン全体を捉えて検討
する必要があると考え、同
基盤の構築に向けた取り組
みを開始した。さらにアズ
ワンは受注・発注・出荷・
売上などの膨大なトランザ
クションデータに加え、
1,000万点を超える取扱商
品のデータベースなどのさ
まざまなデータを保有して
おり、それらの活用による
業務の高度化を目指してい
る。25年度中にそれらのデ
ータと同基盤を連携、全拠
点・全品目を対象としたサ
プライチェーン全体の最適
化を目指している。

　ニトリホールディングス
とニトリグループの物流部
門を担うホームロジスティ
クス、福山通運は、ホーム
ロジスティクスが運営する
物流センター間の輸送に、
福山通運のダブル連結トラ
ックを導入、ダブル連結ト
ラックを活用することで、
大型トラック2台分をドラ
イバー1人で搬送すること
が可能となり、商品配送に
おけるドライバーの労働力
不足を解消するとともに、
CO2排出量の削減による地
球温暖化や大気汚染などの
環境負荷軽減に貢献する。
関西から九州への長距離輸
送で8月から運行を開始し
た。

伊藤園とコカ･コーラボ
トラーズジャパンは、愛知
県新城市を中心としたエリ
アにおける物流面での協業
を8月から開始した。同協
業は、両社の物流拠点から
小売店舗への配送部分を、
コカ･コーラ ボトラーズジ
ャパンの物流パートナーが
両社製品を混載して配送す
る。トラックとドライバー
をシェアすることで、1配

送当たりの積載量の向上と
輸送距離を最小化すること
で、配送効率の向上と環境
負荷の低減に貢献する。

トイレ、風呂、キッチン
などの水まわり製品と窓、
ドア、インテリア、エクス
テリアなどの建材製品を開
発、提供しているLIXIL
は、Hacobuが提供するト
ラック予約受付サービス
「MOVO Berth」を、物流
2024年問題対策として9
月、新たに7拠点に導入し
た。入場予約・入退場受付
によって、物流センターに
おける車両待機の改善や生
産性向上を支援する。すで
に導入している社（やし
ろ）物流センター（兵庫
県）では、MOVO Berth導
入で、待機時間・荷役時間
を含めた滞在時間の情報を
即座に可視化できるように
なり、事前調整などさまざ
まな分析・対応策を講じる
ことで、ドライバーのセン
ター滞在時間を約24％削減
できた。また、デジタル化
することで庫内の作業効率
が向上し、1日あたり160分
の業務時間削減に成功して
いる。

日用品・ヘルスケアメー
カー
　 ヘ ア ケ ア ブ ラ ン ド
「TSUBAKI」などを扱う
日用品メーカーのファイン
トゥデイ（東京都港区）、
「リステリン」などを扱う
コンシューマーヘルスメー
カーのケンビューの日本法
人であるJNTLコンシュー
マーヘルス（東京都渋谷
区）、丸紅ロジスティク
ス、日本パレットレンタル
（JPR）は4社協働で、製
品の物流で荷役、輸送、保
管などに使用する国内用レ
ンタルパレットを用いた、
2荷主の日本・中国間で輸
出入マッチングし、当該国
内用レンタルパレットを海
外でも循環利用する「パレ
ットラウンドユース」を9
月から開始した。ファイン
トゥデイの中国輸出時にお
ける年間約6万枚分の海外
用パレットへの製品積み替
え作業が不要となり、最大
5,000時間のトラックドラ
イバーの荷待ち時間削減に
つながる可能性がある。さ
らにこの4社連合の取り組
みで、ファイントゥデイに
おける海外用使い捨てパレ
ットの廃棄取り止め、ケン
ビューにおける日本への輸
出のための空パレット事前
輸送の解消を実現し、CO2
排出量の削減にも貢献す
る。

NIPPON EXPRESSホー

ルディングスのグループ会
社の日本通運と神奈川臨海
鉄道は、日産自動車の栃木
工場向け自動車輸入部品の
一部をトラック、トレーラ
ー輸送から鉄道輸送へ切り
替えるモーダルシフトの取
り組みとして、横浜本牧駅
から宇都宮貨物ターミナル
駅まで国際海上コンテナの
鉄道輸送を10月に開始し
た。輸送するのは栃木工場
で生産するEVクロスオー
バー「日産アリア」の生産
用自動車輸入部品。同部品
輸送は、主に中国から輸入
した部品を積載した40フィ
ートコンテナを、横浜本牧
駅から宇都宮貨物ターミナ
ル 駅 ま で （ 営 業 キ ロ
143.2km）を1日当たり2
本、週5日を基本としてダ
イレクト輸送するもので、
CO2排出量も年間140.4トン
削減する。

イオン北海道は、イオン
グローバルSCM、栗林商
船、センコーと連携し、10
月から、イオン釧路店に納
品する衣料品、くらしの品
（住居余暇商品、ヘルス＆
ビューティーケア商品）、
食料品の一部商品につい
て、苫小牧港～釧路港間で
Ro/Ro船を活用した海上輸
送による店舗配送を開始し
た。Ro/Ro船が運航する月
曜日、火曜日、金曜日、土
曜日にくらしの品、衣料品
の一部商品を配送。食料品
は、配送する物量が増加
し、トラックに積載しきれ
ない場合にRo/Ro船に積載
する。この取り組みは順次
拡大し、今春には釧路市内
と厚岸町、根室市内の店舗
にも拡大する予定。海上輸
送で、陸上輸送で使用する
トラックの車両便数削減や
それに伴うドライバー不足
問題の解消、トラックから
のCO2排出削減が見込まれ
る。釧路市内と厚岸町、根
室市内の店舗配送にRo/Ro
船を活用した場合、トラッ
ク運行距離は1万914時間削
減（約83％削減）、CO2排
出量は302.8t削減（約55％
削減）の効果を想定してい
る。

　東洋製罐グループホール
ディングス（東京都品川
区）の連結子会社である東
罐興業と東罐ロジテック
は、「物流2024年問題」へ
の対策の一環として、長距
離のトラック輸送から貨物
鉄道輸送へのモーダルシフ
トを推進しており、物流事
業を手掛ける東罐ロジテッ
クが新たに31ft私有コンテ
ナを2基導入し、東罐興業
の製造する包装容器の貨物
鉄道輸送を24年11月から開

始した。輸送品目は東罐興
業の小牧工場、静岡工場、
福岡工場で生産した飲料メ
ーカー、ファストフード、
コンビニ向けなどの飲料・
食品用包装容器（紙・プラ
スチック製品）で、輸送区
間は、（1）西浜松駅（発
地・静岡工場）～福岡貨物
ターミナル（着地・福岡倉
庫）、（2）名古屋貨物タ
ーミナル駅（発地・小牧工
場）～福岡貨物ターミナル
駅（着地・福岡倉庫）、
（3）福岡貨物ターミナル
駅（発地・福岡工場）～西
浜松駅（着地・大東倉庫）
の3ルートが対象。25年度
にトラック輸送時間を現在
の1,601時間から286時間へ
の削減（省力化時間：
1,315時間、省力化率：
82.2％）と、トラック輸送
量を66.8万トンキロから5.5
万トンキロへの削減（転換
量：61.3万トンキロ、転換
率：91.8％）、GHG排出量
を112.1tから23.4tへ削減
（削減量：88.7t、削減率：
79.1％）を目指す。

ブルボン/ロッテなど6社
ブルボン（新潟県柏崎

市）、ロッテ、曙運輸（埼
玉県越谷市）、全国通運、
日 本 貨 物 鉄 道 （ JR貨
物）、日本石油輸送の6社
は、日本石油輸送が所有す
る31フィートスーパーUR
コンテナを活用した鉄道に
よるラウンドマッチング輸
送を11月から開始した。ブ
ルボンの福岡県内物流セン
ターへの納品後、同じコン
テナをロッテ九州工場（福
岡県）から大阪府内の倉庫
向けへの輸送に活用するこ
とで、ブルボン、ロッテに
よるラウンドマッチング輸
送を開始した。これによっ
て往路と復路の車両の積載
率を高め、ドレージコスト
の低減を可能とした。

　アイ・テック（静岡市清
水区）は、トピー工業（東
京都品川区）、日本貨物鉄
道（東京都渋谷区）、浜松
委托運送（静岡県浜松
市）、三八五通運（岩手県
紫波郡矢巾町）とモーダル
シフト豊橋北上コンテナ輸
送協議会を設立し、鋼材輸
送で鉄道輸送を活用したモ
ーダルシフトに取り組むと
12月に発表した。トピー工
業で製造された鋼材製品の
アイ・テック北上D・M・
C向け輸送で、輸送工程の
一部をトレーラー輸送から
新造コンテナを使用した鉄
道輸送に切り替えるもの。
これにより、トレーラーの
総走行時間を削減し、物流
の2024年問題への対応に大
きく貢献することができ、
CO2排出量の削減も可能と

日本デキシー

伊藤園／日清食品

日本ストライカー

上新電機

イオン

アズワン／日立

ニトリ

伊藤園／コカ・コーラ

LIXIL

日産

イオン北海道

東洋製罐G
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物流システム機器売上高
6,330億円と過去最高
　一方、日本ロジスティク
スシステム協会（JILS）
は、物流システム機器の生
産出荷状況を定量的かつ継
続的に把握することを目的
として、1985年から物流シ
ステム機器生産出荷統計調
査を継続している。2023年
度の調査結果がまとまり報
告書を公表しているが、こ
れによると2023年度の物流
システム機器の総売上金額
は2022年度の6,139億円か

ら3.1％増の6,330億円とな
り、総売上金額6,000億円
を超え、過去最高水準を記
録したという。
同調査によると、売上件
数は2022年度の110,429件か
ら118,357件へと増加し
た。前年度から続く高水準
の受注動向と一致、前年度
に引き続き売上件数が増加
していることから、半導体
不足が解消、出荷が進みつ
つあるのではないかと推察
している。
売上金額を領域別に見る
と、海外向けは2022年度の

1,422億8,100万円から2023
年度は1,832億900万円へと
28.8％増加した。海外向け
は従来からクリーンルーム
向けの割合が高く、その影
響を強く受ける傾向があ
る。これに関し、2023年度
は、クリーンルーム向けの
海外売上高は1,177億4,100
万円から1,597億7,500万円
へと35.7％増加、クリーン
ルーム以外の売上高につい
ては、250億3,300万円から
234億3,400万円へと6.4％減
少する結果となった。
業種別に見ると、「電

機・精密機器」の売上比率
が 依 然 と し て 高 水 準
（31.6％）となっているほ
か、「輸送機器・部品」
（ 22年 度 5.6％→23年 度
12.6％）や「卸・小売」
（22年度15.9％→23年度
27.0％）の業種の売上比率
が昨年度比大きく増加して
いる。2013年度調査から業
種分類を変更しており、従
来「小売業」の内数であっ
た「通信販売」を新たに業
種分類として独立させ、調
査しているが、2023年度の
「通信販売」の売上金額は

433億2,900万円だった。こ
の割合は、総売上金額の約
6.8％に相当する。

物流設備投資：社内調整
と社外連携が必要
またJILSは、物流・ロジ
スティクスにおける設備投
資のための調査報告書を公
開、物流効率化の設備投資
の阻害要因に対する打ち手
として、荷主企業各社は、
経営陣によるコミットの下
で、社内全体での危機感の
共有、物流部門と他部門と
の交流、他部門の投資との
連動、数字・試算による説
明などといった社内向けの

連携施策と、他事業者との
目的や現状の課題点の共有
などの社外向けの連携施策
の必要があると指摘してい
る。
　また、荷主企業やその物
流部門単独では取り組みづ
らい部分においては、サプ
ライチェーンの川上・川下
との連携を促進する枠組み
の整備や先進事例を紹介す
る勉強会など、業界・行政
として支援することも必要
としている。
同調査は、物流・ロジス
ティクス領域における設備
投資を促進するため、特定
業界を対象にした上でその
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　総合マーケティングビジネスの富士経済は、今以上に人手不足が顕在化する2030年問題の解決に向け、ロボテ
ィクス、AI、IoTなど先端技術を活用したシステムの導入が進む次世代物流システム・サービス市場を調査、同市
場は2024年に23年比5.3％増の7,542億円を見込むが、2030年には23年比62.9％増の1兆1,670億円に成
長すると予測している。今後ますます物流業界における人手不足は深刻化するものと予想でき、自動化、省力化へ
の投資は今以上に加速するもの見込まれる。その現状と今後を各種レポートから探ってみた。

なる。

　日本の農産物の生産から
販売まで一気通貫で展開す
る日本農業（東京都品川
区）は、11月から八戸港を
利用した青森県産りんごの
船舶輸送の本格稼働を開始
した。2023年10月から国土
交通省東北地方整備局の支
援のもと八戸港からの青森
県産りんごの船舶輸送のト
ライアルを開始。3度の検
証によりトラック輸送に比
べ3～13％のコスト増加と
なるものの、リードタイム
やりんごの品質もトラック
輸送と変わらず問題ないこ
とが確認でき、本格稼働に
至った。青森県弘前市にあ
る日本農業のりんご選果場
から輸出するりんごを陸上
輸送で八戸港まで輸送、八

戸港からRo/Ro船またはコ
ンテナ内航船で京浜港まで
海上輸送し、京浜港からは
外航コンテナ船で台湾や香
港、タイなどのアジアを中
心とした仕向け国まで輸送
する。
海上輸送は2024年11月～
2025年1月の期間中、週4本
程度で開始、陸上輸送と併
用で最適化を図る。青森県
産りんごで、Ro/Ro船を活
用した海上輸送は初めて。

SBSロジコムと日本アク
セス、東急ストアの3社
は、物流2024年問題に伴う
課題解決に向けて連携し、
ルールを抜本的に改定、複
数課題の同時解決を実現し
た取り組みで、経済産業省
と国土交通省の「物流パー
トナーシップ優良事業者表

彰」において物流構造改革
表彰を受賞した。日本アク
セスとSBSロジコムでは現
状分析と改善策の策定・提
案を、東急ストアでは店舗
側の理解と協力を得て、改
善を進め、課題を解決する
ため、既存のルールを抜本
的に改定し、便ごとの納品
カテゴリ・店着時間指定の
緩和、積載100％後配送、
最終便追走廃止などに取り
組み、新しいダイヤグラム
を開発した。
　この結果、197.4t－CO2/
年（4％）を削減するとも
に、運行数やドライバーの
拘束時間は22運行／日
（545→523運行）、239h／
日が削減できた。積載率
（定期便）は2.5％向上
（81.8→84.3％）、ドライ
バーの長時間拘束コース解
消、収入確保に配慮した労

務管理の実現などの効果が
あった。2024年問題未対応
による費用をカバーした総
抑制効果として7億4,600万
円/年と算出している。

大成ユーレックは、NIP-
PON EXPRESSホールディ
ングスのグループ会社・日
本通運、日本貨物鉄道
（JR貨物）と連携し、ク
レーンによる積み下ろし作
業が可能なオープントップ
仕様の20ft鉄道用貨物コン
テナを開発した。屋根の開
閉が可能な20ftコンテナ
は、国内の海上・鉄道貨物
兼用として初の試みとな
る。
　3社は2023年6月から鉄道
貨物を利用したプレキャス
トコンクリート部材の輸送
に取り組んでいる。埼玉県
川越市の大成ユーレックの
プレキャストコンクリート
工場から各地の建設現場ま
で、トレーラーによる運搬
から鉄道にモーダルシフト
することによりCO2排出量
を80％以上削減するととも
に、中長距離ドライバーの
運行時間の短縮に効果をあ
げてきた。10月、集合住宅
の階段部材を積載し、日本
通運・JR貨物の手配によ
り川越工場（新座貨物ター
ミナル駅）から愛知県一宮
市（名古屋貨物ターミナル
駅）へ向けた鉄道輸送を開
始した。

SGホールディングスグ
ループでロジスティクス事
業を展開する佐川グローバ
ルロジスティクス（SGL）
は、佐川急便、ナイキジャ
パングループ、3PL事業を

展開するアッカ・インター
ナショナルと共同で運用す
るモーダルシフトの取り組
みで、CO2排出量を年間
24.1トン削減（削減率：
59.0％）するとともに、幹
線輸送ドライバーの運転時
間を年間5,460時間削減す
ることができた。同取り組
みは第1回モーダルシフト
優良事業者大賞表彰の革新
的取り組み部門賞を共同受
賞した。ナイキ倉庫2拠点
の九州向け貨物を、アッカ
が運営するナイキ倉庫の千
葉県内の拠点に集約のうえ
九州のエリア別に仕分けて
コンテナに積み込み、九州
向け貨物をすべて鉄道輸送
にモーダルシフトするもの
で、さらに、コンテナに積
み込む際、ナイキ以外の九
州向け貨物もあわせて積載
することで、高い積載率を
実現した。

　コクヨロジテムは、NIP-
PON EXPRESSホールディ
ングスのグループ会社、日
本通運と日本物流団体連合
会主催の第1回モーダルシ
フト優良事業者大賞表彰で
大賞を受賞した。千葉県松
戸市～佐賀県三養基郡基山
町のコクヨの自動車輸送を
海上輸送に全量転換したも
ので、効率化・省人化と、
輸送品質の向上、環境負荷
の低減を実現した。トラッ
ク輸送は、滋賀地区で中継
輸送していたが、海上輸送
にモーダルシフトしたこと
で中継輸送が不要となると
ともに、荷量に応じて海上
12ftコンテナとシャーシを
柔軟に使い分けることが可
能となり、繁忙期の輸送能
力向上にもつながった。ま

た積み荷をバラ積みからパ
レット積みに切り替えたこ
とで、荷役時間を含めたド
ライバー拘束時間と荷物の
ダメージリスクの低減も実
現。関東～九州の長距離区
間でのモーダルシフトによ
り、CO2排出量削減に大き
く貢献した。

　キリングループの海老名
物流センター（神奈川県海
老名市）で24年12月、三菱
重工業と同グループの三菱
ロジスネクストが開発した
自動ピッキングソリューシ
ョンが国内で初めて稼働を
開始した。同ソリューショ
ンは、ピッキング作業を、
独自開発のΣSynXによっ
て自動化･知能化したもの
で、最適化エンジンや統合
制御システムにより、複数
のAGF（無人フォークリ
フト）、AGV（無人搬送
車）、パレタイザーを効率
的に連携させて搬送・ピッ
キング回数を削減、ピッキ
ング工程の最適化とスルー
プット（処理能力）向上を
実現する。
飲料倉庫などの物流現場
では、オペレーター不足や
重量物ピッキングへの対策
といった、労働環境の改善
が課題となっており、その
解決に向け、三菱重工グル
ープとキリングループは、
飲料倉庫に自動ピッキング
ソリューションを導入する
共同実証を22年11月から開
始した。物流現場への実効
性が検証されたことから、
23年11月に自動ピッキング
ソリューションの海老名物
流センターでの導入を決定
し、今回の稼働開始に至っ
た。

日本農業

東急ストア

大成ユーレック

ナイキ

コクヨロジテム

キリン海老名物流センター
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阻害要因を明らかにし、有
効な打ち手を検討すること
を目的としたもので、まず
産業界全体における設備投
資状況の調査によって、一
定量の物流量が存在し、物
流に関する設備投資が一定
程度進んでいる業界とし
て、「食料品製造業」「化
学工業」「各種商品小売
業」を抽出、これら業界の
うち、特に設備投資が進ん
でいる事業者にヒアリング
調査し、整理したもの。
先進的な荷主企業は、将
来的なリスクとして、物流
コスト増大や、確実な輸送
ができなくなるリスク、規
制・コンプライアンス対応
を認識、労働力不足や社会
的要請の変化など、これら
リスクを生じさせる外部環
境変化に対応するため、自
動化やシステム導入、業務
プロセス削減、拠点配置・
流通網の見直しなどに取り
組んでいる。また、これら
に取り組む上では、「社内
の意思統一」、「人材やノ
ウハウの不足」、「投資予
算の限界」、「限定的な投
資対効果」、「投資対効果
の不確実性」、「効果発揮
の前提としての他社との連
携」、「既存設備・システ
ム・標準の不統一」、「他
社の説得と役割・負担分担
の合意形成」、「（サプラ
イチェーンの川上・川下を
含む）連携すべき企業数の
多さ・多様さ」の10の阻害
要因があるとしている。
　これらの阻害要因に対処
するために、先進的な荷主
企業やその物流部門は、経
営陣によるコミットなどの
土壌作りの上で、「社内他

部門との連携・コミュニケ
ーション」と「他社との連
携・コミュニケーション」
の両面に取り組んでいると
している。

自動化率51％、荷主は
86％、物流事業者21％
さて、現状の自動化への
取り組みは実際どのような
状況か。物流不動産の所
有・運営・開発のプロロジ
スが同社の調査レポート
「物流施設自動化の実態調
査」で明らかにしている。
調査対象拠点における1工
程以上での自動化率は51％
（うち複数工程での自動化
26％、1工程での自動化
25％）、自動化ソリューシ
ョン未導入の拠点は49％
で、半数の拠点で自動化が
進んでいることが判明し
た。
　2023年6月から2024年3月に
かけて、プロロジスが運営
する関東圏の物流施設に入
居する物流企業や荷主企業
を対象に調査、施設内で入
居企業が運営する63事業拠
点で、プロロジスの物流コ
ンサルティングチームが対
面でヒアリング、調査レポ
ートとしてとりまとめた。
荷主企業は長期的な視点
で自動化を進めており、自
動化ソリューション導入率
は86％と高い。一方、物流
企業では21％に留まってお
り、その差は4倍。一部自動
化済みの企業はその後も自
動化を進める傾向があり、
未導入企業との間の格差が
拡大している。
　またtoB（企業向け）と比
較して、toC（一般消費者
向け）で自動化が進んでお

り、中でも出荷工程での自
動化率は100％に上る。作業
工程や自動化ソリューショ
ン別では、ピッキング工程
におけるAGV（Automatic
Guided Vehicle）やAMR
（ Autonomous Mobile
Robot）、仕分け工程におけ
る立体仕分けロボットな
ど、設置が容易で拡張性の
高いロボティクス型ソリュ
ーションの普及が進んでい
る。
　2024年問題対策としての
バース予約・管理システム
の利用率は17％に留まる。

利用率が低い要因として、
トラックバースを多く備え
たマルチテナント型物流施
設では、バース不足に陥る
ことがほとんどないことを
上げている。また、バース
予約システムの導入には、
複数のステークホルダーと
の協力が不可欠であること
も影響している。積み込み
や荷下ろし工程での自動化
は0％。2024年問題対策の
ソリューションを望む声が
上がった。

2030年に1.2兆円市場に
拡大
　富士経済の調査による
と、前述した通り、次世代
物流システム・サービス市
場は2024年に23年比5.3％
増の7,542億円を見込む。
さらに2030年には23年比
62.9％増の1兆1,670億円に
成長すると予測している。

人手不足などの諸問題を解
消するため、ロボティク
ス、AI、IoTなどの先端技
術を活用した機器システム
の導入が進み、市場は拡大
を続けていると指摘した。
特に2023年は2024年問題の
解決を目的に物流センター
の新設や自動化設備の導入
増加とともに、案件が大型
化、ロボティクス・オート
メーション、ラストワンマ
イル、IoT（ソフトウェ
ア・ソリューション）が前
年比2ケタ増と大きく伸長
したという。
　2024年は市場の伸びは鈍
化するものの、IoTはレガ
シーシステムからの更新な
どにより引き続き前年比2
ケタ増を予想、23年比
11.0％増の506億円を見込
む。ロボティクス・オート
メーションはデバンニング
ロボットが2023年から本格

導入、伸びが期待でき、
7.9％増の562億円を見込
む。
人手不足が顕在化する

2030年問題に向けて、ロボ
ティクス、AI、IoTを活用
した機器・システムを利用
したソリューションの導入
が加速し、物流DX化が進
んでいくと予想。物流DX
の本格化のためには、既存
倉庫の対応が不可欠であ
り、複数拠点への横展開を
前提とした拡張性の高いシ
ステムやロボットの導入が
進んでいくとみる。特に人
手不足という観点から自動
化やデジタル化を進めるロ
ボティクス・オートメーシ
ョンは2030年に23年比3倍
の1,542億円を予測、連携
して最適化を行うIoTは
2030年に同95.4％増の891億
円を予測、それぞれ大きく
伸びていくとみている。

　　     一般社団法人 日本物流団体連合会
会長　真貝　康一

　新年あけましておめでとうございます。
　2025年の年頭にあたり一言ご挨拶申し上げます。
昨年は、ロシアによるウクライナ侵攻やイスラエ

ルと周辺諸国との紛争について、終息が見えず長期
化する一方、アメリカ大統領選挙の結果や中国の景
気停滞の影響もあり、世界景気の動向が見通せない
状況となっています。
国内に目を転じますと、元旦に能登半島地震が発

生し、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注
意）」が初めて発表されたほか、猛暑や大雨災害
等、自然の変化の影響を大変多く受けた年でもあり
ました。
我々物流業界においては、4月にいよいよ「物流の
2024年問題」トラックドライバーの時間外労働規制
の適用が開始されました。
　この対応については、国において改正物流法の公
布、物流関係予算の大幅な増加や、「新たなモーダ
ルシフトに向けた対応方策」の公表等さまざまな動
きがあり、「持続的な物流の発展」を目指す国の強
い意志が示された年でありました。
　このようななか、物流連でも様々な活動を実施し
てまいりました。
　まず「物流を等身大で社会一般から見ていただく
活動」では、学生を対象として従来行ってきた物流
業界セミナーやインターンシップについて、学生の
就職活動の早期化に対応し、会員企業のご協力のも
と、時期や運営方法を見直しました。その結果、夏
のイベントについては、昨年と比較し学生の参加数
が大幅に増加しました。そのほか、少人数を対象と
する物流業界セミナー・座談会をWebで新たに開催
する等、より多くの学生に「リアルな物流業の実態
と物流業の重要性」を認識してもらう機会を増や
し、人材育成と広報活動の強化を継続しました。
　また「国際的な課題への取組み強化」では、一昨

年より実施してきたベトナムに対する調査のとりま
とめを行い、それに続くものとしてインドの物流事
情の調査を開始したほか、世界情勢の不安定化や感
染症拡大により中止してきた海外物流視察団を9年ぶ
りに結成し、タイ・ベトナムの物流施設に対する視
察を行いました。
　「物流環境対策への取組み」では、モーダルシフ
トを強力に推進するという国の方針を受け、物流連
としてもこれまで以上に「モーダルシフト」の促進
を図るため、従来行ってきた表彰制度である「モー
ダルシフト取組み優良事業者賞」について、荷主企
業も共同で応募できるようにする等、規定と名称を
見直し、装いも新たに「モーダルシフト優良事業者
大賞表彰」として実施しました。
　「物流の2024年問題」だけでなく今後の少子高齢
化が不可避な日本において、また激甚化する自然災
害への対応やカーボンニュートラル実現への対応
等、さまざまな課題に直面しているなか、今後も物
流の持続的な成長を実現していくためには、物流構
造の抜本的かつ革新的な根幹からの改革が社会から
求められており、国や地方自治体、荷主の皆様・一
般消費者の皆様など、関係者すべてが連携・協力
し、モーダル総体での「モーダルコンビネーション
の最適解」を追及していかなければなりません。
物流連としても、人材の確保や効率化を進めるた

めの標準化を推進するほか、物流業界が抱える様々
な問題について、荷主・消費者等一般の皆様に知っ
ていただき理解していただく取り組みを、引き続き
国と連携して積極的に進めていく所存です。
新しい年を迎えるにあたり、本年が物流業界にと

り飛躍の年となること、そして物流の現場での安全
を祈念し、皆様のご支援とご協力をお願い申し上
げ、新年の挨拶とさせていただきます。

物流システム機器総売上金額の推移



蘰FuelEU Maritime
FuelEU Maritimeは欧州

委員会が2021年7月14日に
提示した「Fit for 55」パ
ッケージの一部で、5,000gt
超の船舶を対象にEU港
内 、 EU港 間 の 航 海 の
100%、仕出港／到着港が
EU域外（EU最遠地域含
む）の航海の50%に適用
し、GHG排出量を2025年
に2020年比2％、30年に
14.5％、40年に31％、45年
に62％、2050年に80％削減
する。また2030年までに欧
州主要港でコンテナ船と旅

客船の着岸時の陸電供給の
使用義務付けも盛り込まれ
ている。 
GHG（温室効果ガス）

強度（単位エネルギー当た
りのGHG排出量）の高い
化石燃料の使用に罰金を課
し、船舶の低・脱炭素燃料
への移行促進を目指してお
り、規制値は5年ごとに厳
しくなり、重油など化石燃
料にかかる罰金は重くなっ
ており、罰金は高価なゼロ
エミ燃料を使用したほうが
重油を利用するよりも有利
になるよう制度設計されて
いるという。

　今年1月1日からは、
EU/EEA内で、または
EU/EEAへ航行する船舶
は、その国籍を問わず、
航行に使用するエネルギ
ーの年間平均GHG強度が
一定のレベル以下である
ことが要求、GHG強度
は、エネルギー単位あた
りのGHG排出量（gCO2e
/MJ）として算出、2020年
の 基 準 値 で あ る 91.16
gCO2e/MJに対する減少率
として設定されており、
要求される減少率は、2050
年まで5年ごとに段階的に
上がり、例えば2025年から

2029年末までの間であれ
ば、2%のまま据え置かれ
るが、50年には80%へ引き
上げられる。
EUは、GHG排出量の

2050年実質ゼロの達成を目
指して、GHG排出量を
2030年までに1990年比で
55%以上削減する目標を掲
げている。「Fit for 55」
では、炭素課金制度である
EU 排出量取引制度（EU-
ETS）の海運セクターへの
拡大、船舶で使用する燃料
の脱炭素化を促進する
FuelEU Maritime 規制案な
どが含まれEU-ETS につい
ては2024年1月から海運セ
クターへの導入済みだ。

蘰STCW-電子証明書
　世界的なデジタル化に対
する業界の支援および国際
海事機関（IMO）の第107
回海上安全委員会（MSC
107）で概説されていると
おり、1978年船員の訓練、
認定および当直の基準に関
する国際条約（STCW条
約）規則I/2を改正、船員
は一定の要件を満たせば電
子証明書を保持できるよう
になる。改正は2025年1月1
日に発効。電子証明書は最
小限の情報を示す必要があ
り、回覧 MSC.1/Circ.1665
でこれらの詳細が通知され
る。

蘰IMSBCコード
第7次改正

　2023年6月に第107回海上
安全委員会（MSC107）
で、個々の貨物に対する要
件を見直したIMSBCコー
ド第7次改正が採択、2025
年1月1日以降に固体貨物を
ばら積みする全ての船舶に
対して、強制適用とる。

蘰MARPOL 付属書 特別
地域の最新情報
MEPC.381 (80) ／382 (80)
で2025年1月1日から紅海お
よびアデン湾がMARPOL
Annex I（ 油 汚染）や
Annex V（食品廃棄物）に
ついての特別排出要件を適
用する特別海域となった。
これらの海域を通過する船
舶 は 、 MEPC.381 (80)
MEPC.382 (80) に準拠した
規則15.3、15.5、および
34.2～34.5に準拠する必要
がある。
　これには、油性廃棄物の
排出には、附属書1の規則
14.7を満たす承認済みの油
濾過装置（油分が15ppmを
超えた場合の警報および自
動停止装置が装備されてい
る）や、これらの海域を通
過する船舶は、特別海域で
の廃棄物管理について、附
属書 V規則6にも準拠する
必要がある。

蘰MARPOL付属書
VI-EEDIフェーズ3
IMOは脱炭素化目標に

沿って、新造船燃費規制
（EEDI規制）は新造船が

最小限のエネルギー効率レ
ベルで設計されることを保
証しておりフェーズ3で
は、2025年以降の契約船に
対して基準値比30%削減に
準拠する必要があり、コン
テナ船はすでに2022年4月
から適用、400gtを超える
残りの船舶もすべて、2025
年1月1日から適用となっ
た。対象は2025年1月1日以
降に建造契約を締結、また
は2025年7月1日以降の起工
船、2029年1月1日以降の引
き渡し船。

蘰バラスト水管理条約
（BWM）記録簿
バラスト水記録簿の書式
変更に関する改正（IMO
決議MEPC369 (80) は2025
年2月1日に発効する。この
改正により、これまでは記
録する項目を数字のみで記
載していたところ、アルフ
ァベットでCodeも同時に
記入する必要がある。さら
に、IMO決議MEPC.383
(81) に従って、BWM用の
電子記録簿の使用が2025年
10月 1 日から許可され
る。電子記録簿は旗国海事
当局の承認が必要で、電子
BWM記録簿については、
IMOが発行したIMO決議
MEPC.372 (80) のガイダン
スを使用する必要がある。
BWM条約は2017年に発
効、要求されるバラスト水
排出時の水質基準を満足す
るためには、バラスト水処
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　2025年も1月を皮切りに、世界の貿易・海運業界に影響を与える可能性の
ある国際的な条約、規則の施行が相次ぐ。英国の大手保険会社、
Northstandardの資料をもとにまとめた。

今年発効する国際条約・規則
世界の貿易・海運業界に影響
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理装置を搭載する必要があ
る。
＜MARPOL条約（海洋汚
染防止条約）附属書 VI
（船舶による大気汚染の防
止）＞

蘰大気汚染物質放出規制
　海域（ECA）
IMO決議MEPC.261 (79)

で、2025年5月1日から、地
中海が排出規制区域の一部
となった。ECAを航行す
る船舶には、硫黄酸化物
（ SOx）と粒子状物質
（PM）に関するECA規制
の順守、硫黄分0.1%の適合
燃料の燃焼、または承認さ
れたスクラバー（EGCS、
排ガス洗浄装置）の設置が
義務付けられる。船舶は、
硫黄分を記載した明確なバ
ンカー納品書（BDN）を
入手し、これを石油記録簿
パートIに正確に記録する
必要がある。また、所要時
間を考慮して、燃料切り替
えの実行方法を説明した書
面による手順を必要とし、
燃料システム全体のパイプ

ライン内で適合燃料に完全
に切り替えることが義務付
けられる。

●さらなる修正
IMO決議MEPC.385(81)に

従ってMARPOL附属書VI
にさらなる修正が加えら
れ、2025年8月1日に発効す
る予定だ。
 • 規則 2、14 および付録1
は、ガス燃料の定義を明確
にするために改訂され、船
内のサンプリングポイント
はガス／低引火点燃料には
適用されないことが明記さ
れた。
 • 規則18は、ガス／低引火
点燃料をバンカー納品書
（BDN）要件に含めるよ
うに改訂された。ガス／低
引火点燃料で運航する船舶
は、受け取ったBDNに
MARPOL付属書VIの付属
書 に従ってすべての必要
な情報が含まれていること
を確認する必要がある。
 • 規則 13.2.2は、蒸気エン
ジンをディーゼルエンジン
に置き換えることが主要な
転換であるとみなされるこ
とを明確化している。交換
用エンジンは窒素酸化物
（NOx）に関する規則13に
準拠する必要がある。
TierIIIエンジンが使用でき
ない場合は、解決策：
MEPC.396(81)に 沿 っ て
TierIIエンジンを使用で
き、旗国海事当局はこれを
IMOに報告しなければな
らない。
 • 規則 27の修正により、
IMOは厳格な機密保持の
もと、企業の同意を得て、

船舶の燃料油
消費データを
分析コンサル
タント会社や
研究機関と共
有することが
可能になり、
さらに、IMO

に提出する情報に関して付
録IXが更新された。これ
により、燃料消費量と航海
データに関してさらに詳細
な情報が得られ、5,000gtを
超える船舶は、データ収集

用のSEEMP Part II が新し
い更新に合わせて変更され
ていることを確認する必要
がある。

蘰シップリサイクル条約
　2009年の船舶の安全かつ
環境上適正な再生利用のた
めの香港国際条約（通称シ
ップリサイクル条約）は
2009年5月に採択。条約の
発効後は、500gt以上の全
ての船舶にインベントリ

（船舶に存
在する有害
物質等の概
算量と場所
を記載した
一覧表）の
作成と維持
管理が義務
付 け ら れ
る。また、所管官庁により
承認された船舶リサイクル
施設でなければ船舶を解
体・リサイクルすることが

できなくなる。
（1）15カ国以上締結（2）
締結国の商船船腹量の合計
が40％以上（3）締結国の

直近10年における最大年
間解体船腹量の合計が締
結国の商船船腹量の3%
以上、が発効要件となっ
ていたが、2023年6月6月
に主要解撤国のバングラ
デシュと主要旗国のリベ
リアが批准、さらに11月
末にパキスタンが批准し
たことで、採択から14年か
かり発効要件をクリア、2
年後の2025年6月26日の発
効が決定した。

JAPAN, SOUTH EAST ASIA, CHINA, KOREA, TAIWAN / MICRONESIA, 
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気候変化が通航左右
パナマ運河は1日あたり

最大36隻・ドラフト50ft以
下の制限で運用する設計と
なっているが、2023年に発
生したエルニーニョ現象の
影響で、運河流域の23年の
降雨量がわずか1.85mと、
過去の平均2.6mを大きく下
回り、これを受け、パナマ
運河庁（ACP）が節水の
ため、2023年に通航を許可
する船舶数を徐々に減ら
し、節水を図ってきた。
　23年11月には、通航可能
な船舶数を40％から50％削
減、世界的なサプライチェ
ーンの混乱と輸送コスト上
昇を引き起こした。ただ、
2024年5月になり水位が上
がり始め、9月から通常の
36隻に戻した。
　その後もパナマの生命線
であるガツゥン湖の水位は
着実に上昇、また、昨夏か
らの太平洋赤道域の日付変
更線付近から南米沿岸にか
けて海面水温が平年よりも
低くなり、その状態が1年

程度続くラニーニャ現象の
おかげで、25年は水不足は
発生しないと予想される。
ACPが発表した2024年

度（2023年10月～2024年9
月）の通航船隻数は前年度
比20.2％減の1万 1,240隻
で、うち大型商船は21.3％
減の9,943隻と大幅に減少
した。一方、通航船の大幅
な減少にもかかわらず、期
中の通行料収入は特別オー
クション枠の高騰で50億バ
ルボア（50.1億米ドル）で
前年比1億8,000万バルボア
の増収となった。

トランプ氏発言の思惑は？
こうしたパナマ運河の通
航が正常に戻り、一安心と
思っていた矢先、あと数週
間で米国の次期大統領に就
任するトランプ氏がパナマ
運河の通航料が高すぎると
非難、中国が運河の管理に
関与しているとし、米国が
運河の管理権を再び主張す
る可能性を示唆したことで
海運業界に波紋を広げてい

る。パナマ
政府の指導
者らはすぐ
に反発、運
河に対する
自国の主権
を主張、ト
ランプ氏に発言に拒否反応
を示し、メキシコ大統領もパ
ナマ政府を援護射撃した。
パナマ運河は1914年に開
通、長らく米国が管理して
いたが1999年12月31日正午
にパナマへ完全返還、いま
ではACPが管理、通航料
を徴収している。
トランプ氏は米国が運河
を返還、管理する権利を主
張するが中立条約では永久
に中立を保つと謳ってい
る。中国が管理に関与して
いるという疑惑も、中国企
業が港を含めパナマに大き
な権益を持っているのは事
実だが、中国が運河の管理
に何も携わっていない。ま
た、法外な通航料を徴収す
るぼったくりをただちに中
止しろと非難するが、通航
料はACPが市場の状況や
運営コスト、国際競争など
を考え公聴会も開
催、利害関係者の
意見を踏まえ決め
ており、確かに通
航料は過去1年間
で上昇したが、こ
れは気候によるも
ので料金体系を値

上げしたわけでなく、運河
の通航が正常化、特別オー
クション枠の棚ぼた収入も
なくなる。
運河を通航する貨物の

75%は米国の輸出入貨物だ
が、通航料を払っているの
は、米国以外の船社で、米
国の輸出入貨物だけに特別
割引料金を適用する法的権
限はないとされる。
　だとしたら、トランプ氏
がパナマ運河を米国へ返せ
と示唆したのは、関税で脅
しをかける外交ディールと
は思惑が違うように思える
が、トランプ2.0の政策が
世界貿易、港湾運営、米国
の海洋戦略を再構築する可
能性を秘めていることは確
かで、トランプ氏の海洋へ
の思い入れは注目に値する
ワイルドカードともいわれ
る。

パナマ運河の通航正常化で一安心も
トランプ氏返還示唆で海運界に波紋
　世界の2大チョークポイント（海上交通の要衝）の
一つであるパナマ運河は、23年以降、干ばつによる
水位低下で通航が規制されていたが、24年半ばから
水位が上がり、秋には通常に戻り一安心、と思いき
や、米国のトランプ次期大統領が運河の通航料が高す
ぎると、返還を匂わす発言が波紋を広げている。
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